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ごあいさつ 

 

このたび、「第２次八潮市いのち支える自殺対策計画」を 

策定いたしました。 

 本計画の策定にあたり、貴重なご意見・ご提案をいただき 

ました「健康と福祉のまちづくり推進協議会」の委員の皆さま、 

また、パブリックコメントなどを通じて貴重なご意見をお寄 

せいただきました市民の皆さまに、心からお礼申し上げます。 

 

 八潮市では、平成３０年度に策定した「八潮市いのち支える自殺対策計画」のもと、様々

な対策に取組んできました。 

 しかし、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等で自殺の要因となる得る様々な問題が

悪化したことなどにより、本市の自殺者数は深刻な状況が続いております。 

 

 自殺は、その多くが精神保健上の問題だけでなく、健康問題や過労、多重債務、人間関

係など様々な要因を背景に、悩みぬいた末に、自ら命を絶たざる得ない状態にまで追い込

まれた末の死です。 

 自殺に追い込まれるという危機は、「誰にでも起こり得る危機」です。そのため、自殺対

策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図られ、「生き

ることの包括的な支援」として実施されなければなりません。 

 

 本計画では、『市民一人ひとりが「いのち」を大切にし、互いに支え合い、安心して暮ら

せるやしおの実現』を基本理念とし、自殺念慮に苦しむ方、それを必死に支える方、大切

な方を亡くし言葉にならない痛みを抱えている遺族の方への支援や行政が取り組むべき課

題に対し、基本方針、基本施策及び重点施策を定め、総合的な取組を進めていきます。 

 

 今後におきましても、市民の皆さまをはじめ、医療、福祉、教育、労働など関係機関や

関係団体と連携し、計画に基づく各種施策を着実に推進してまいりますので、ご理解とご

協力をお願い申し上げます。 

 

  

 令和 年 月 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

わが国の自殺者数は、平成10年以降、３万人を超える水準が続いていましたが、平

成18年に「自殺対策基本法」が施行されて以降、「個人の問題」と認識されがちであ

った自殺は「社会の問題」として広く認識されるようになり、全国の自殺者数は２万

人台に減少するなど、着実に成果が上がってきています。 

しかしながら、全国的にみると令和２年には新型コロナウイルス感染症拡大の影響

を受け、自殺者数は増加に転じ、特に女性や小中高生の自殺者が増えています。 

このような中自殺対策基本法に基づく基本方針である「自殺総合対策大綱」が、コ

ロナ禍の自殺の動向を踏まえ「総合的な自殺対策のさらなる推進・強化」を掲げ、令

和４年１０月に見直されました。 

また、埼玉県では自殺対策を総合的、効果的に推進するための現行計画「埼玉県自

殺対策計画（第２次）」について、さらなる対策強化を図るべく、令和６年３月に「埼

玉県自殺対策計画（第３次）」を「埼玉県地域保健医療計画」に包含し策定しました。 

本市では、平成31年３月に一人ひとりが「いのち」を大切にするまちを目指して「八

潮市いのち支える自殺対策計画」を策定し、自殺対策の総合的な推進を図ってきまし

たが、自殺者数は令和２年に増加、令和３年に減少に転じ令和４年、５年は再び増加

が続いています。 

このような中「八潮市いのち支える自殺対策計画」が最終年度を迎えることから、

本市におけるこれまでの取組みを評価し、国や県の自殺対策に関わる動向や新たな課

題を踏まえて、ここに新たな「八潮市自殺対策計画」を策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

◆ この計画は、「第５次八潮市総合計画」を上位計画とし、市民の健康増進を図るため

の基本的な考え方と方策を明らかにするものです。 

◆ この計画は、自殺対策基本法第13条第2項に基づき自殺対策施策の更なる取組みの

推進に向け「市町村自殺対策計画」として策定するものです。 

◆ 国や埼玉県の定める計画及び本市の関連個別計画と内容の整合性を図り策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

整合 

八潮市 

第5次八潮市総合計画 

整
合 
八
潮
市
自
殺
対
策
計
画 

●八潮市健康づくり行動計画・食育推進計画 

●八潮市国民健康保険保健事業実施計画

（データヘルス計画）・八潮市特定健康診

査等実施計画 

●八潮市地域福祉計画 

●八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事

業計画 

●八潮市障がい者行動計画・八潮市障がい

福祉計画 

●八潮市子ども・子育て支援事業計画 

●八潮市教育計画はばたき 

●八潮市スポーツ推進計画   等 

連携 

○自殺対策基本法 

〇自殺総合対策大綱 

国 

○第8次埼玉県地域保健 

医療計画 

（自殺対策計画（第３次）を含

む） 

県 
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 【持続可能な開発目標（SDGs）との関連】 

平成２７年９月に国連サミットで採択された国際社会の共通目標である持続可能な

開発目標（SDGs）は、『誰一人取り残さない』を基本理念として令和12年までに持続

可能な社会を実現するための17の目標が設定されています。国際社会全体が、それぞ

れの責任と役割において行動していくための道しるべとなるものであり、国、地方自

治体においても積極的な貢献が必要となります。 

そのため、本計画においてもその理念を大切に、目標の達成が SDGs の達成に寄与

する計画とします。17の持続可能な目標のうち、本計画の推進によって貢献できる目

標は、次のようなものがあげられます。 

目標(Goal） 目標到達に向けた取り組みの方向性 

 
１ 貧困をなくそう 

あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終わらせる 

 

２ 飢餓をゼロに 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養の改善を実現し、持続可

能な農業を促進する 

 

３ すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促

進する 

 

４ 質の高い教育をみんなに 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習

の機会を促進する 

 

５ ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児のエンパワーメ

ントを行う 

 
10 人や国の不平等をなくそう 

国内及び各国家間の不平等を是正する 

 

16 平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての

人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的

で説明責任のある包摂的な制度を構築する 

 

17 パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パート

ナーシップを活性化する 
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３ 計画の期間 

計画の期間は令和７年度から令和11年度までの５年間とします。 

計画の期間 

年 度 

令和 

６ 
年度 

令和 

7 
年度 

令和 

8 
年度 

令和 

9 
年度 

令和 

10 
年度 

令和 

11 
年度 

令和 

12 
年度 

令和 

13 
年度 

令和 

14 
年度 

令和 

15 
年度 

令和 

16 
年度 

令和 

17 
年度 

国 自殺総合対策大綱             

県 
埼玉県地域保健 

医療計画 
            

市 
八潮市 

自殺対策計画 
            

 

４ 計画策定の体制 

本計画は、以下の体制により内容の審議を行い策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市長 

庁議・経戦 

第２次八潮市いのち支える自殺対策計画

庁内検討委員会 

委 員 長：健康福祉部副部長 

副委員長：健康増進課主幹 

委 員：関係課長 

健康と福祉のまちづくり推進協議会 

  （任期２年） 

 

・医師を代表する者（３人） 

・民生委員・児童委員（１人） 

・社会福祉協議会を代表する者（１人） 

・健康、保健、福祉等に関する団体を代表

する者（５人） 

・知識経験を有する者（１人） 

 

合計１１人 

事務局 

市民 

・八潮市健康づくりに関するアンケート 

調査 

・パブリックコメント 

自殺総合対策大綱 

第８次（令和６年度～令和11年度） 

※概ね5年を目途に見直し 
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第２章 自殺に関する八潮市の動向 

１ 統計に見る自殺の状況 

（１）自殺者数はふたたび増加 

（自殺者数の推移） 

自殺者数の最近５年間の推移は増加傾向にあります。新型コロナウイルス感染拡大

下の令和２年に増加し、令和３年はやや減少していますが、令和４年、５年と増加が

続き、令和５年は20人となっています。 

人口10万人当たりの自殺者数である自殺死亡率は、令和４年、５年は全国・埼玉県

の水準を上回っています。 

（性別・年代別の状況） 

本市の自殺者数を男女別にみると、男性が多くなっています。年代別にみると、50

歳代が15人、40歳代が13人、30歳代及び80歳以上が11人の順であり、働き盛り世代

で多くなっています。こうした年代の割合は国・埼玉県の割合を上回っており、なか

でも80歳以上は大きく上回ります。 

      自殺者数の推移             自殺死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代別自殺者数（令和元年～令和５年の５年間累計） 

 

 

 

 

 

 

 

  

4 

10 
8 

14 14 6 

4 
4 

4 
6 

10 

14 
12 

18 
20 

0

5

10

15

20

25

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

女性

男性

（人）

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

11.00 

15.20 

12.97 

19.52 

21.65 

14.91 

16.27 

14.89 

16.94 

17.84 

15.67 

16.44 
16.44 

17.25 

17.27 

10

15

20

25

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

八潮市

埼玉県

全国

（人・人口10万人当たり）

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

2 

6 

11 

13 

15 

10 

6 

11 

0 
0

2

4

6

8

10

12

14

16

20歳未満 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80歳以上 不詳

（人）

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」
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年代別割合の比較（令和元年～令和５年の５年間累計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自殺者の状況 

（自殺者の原因・動機） 

自殺の原因・動機は「健康問題」が55.1％と最も多く、次いで「経済・生活問題」

19.2％、「家庭問題」「勤務問題」ともに6.4％となっています。 

こうした割合を国・埼玉県と比較すると「健康問題」は国の割合を上回りますが、

埼玉県の割合は下回ります。また、「経済・生活問題」は国・埼玉県の割合を上回る一

方、「家庭問題」は国・埼玉県の割合を下回ります。 

原因・動機別自殺者数（令和元年～令和５年の５年間累計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原因・動機別割合の比較（令和元年～令和５年の５年間累計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.7 

4.2 

3.6 

8.1 

12.2 

11.6 

14.9 

12.2 

12.1 

17.6 

17.0 

16.8 

20.3 

18.7 

17.7 

13.5 

12.2 

13.1 

8.1 

13.8 

14.0 

14.9 

9.7 

10.9 

0.0 

0.2 

0 20 40 60 80 100

八潮市

埼玉県

全国

20歳未満 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80歳以上 不詳

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

（％）

5 

43 

15 

5 
2 

0 
3 

5 

0

10

20

30

40

50

家庭問題 健康問題 経済・生活

問題

勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳

（人）

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

6.4 

7.2 

13.4 

55.1 

62.2 

39.2 

19.2 

12.1 

14.0 

6.4 

4.5 

8.3 

2.6 

2.9 

0.0 

1.6 

1.6 

3.8 

4.3 

5.0 

6.4 

5.4 

15.7 

0 20 40 60 80 100

八潮市

埼玉県

全国

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

（％）

（R4からは交際問題）
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（自殺者の職業） 

自殺者の職業は、「有職者」40.5％、「年金・雇用保険等生活者」25.7％、「その他

の無職者」24.3％ですが、「有職者」の割合は国・埼玉県の割合を上回ります。 

職業別自殺者数（令和元年～令和５年の５年間累計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職業別割合の比較（令和元年～令和５年の５年間累計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自殺者の状況） 

自殺者の同居人の有無は、同居人「あり」が71.6％と国・埼玉県の割合を上回ります。 

自殺者の未遂歴「あり」17.6％は、国・埼玉県の割合を下回ります。 

    同居人の有無別自殺者数         同居人の有無別割合の比較 

 （令和元年～令和５年の５年間累計）    （令和元年～令和５年の５年間累計） 

 

 

 

 

 

 

  

30 

3 
1 

3 

19 18 

0 
0

5

10

15

20

25

30

35

有職者 学生・生徒等 主婦 失業者 年金・雇用保

険等生活者

その他の

無職者

不詳

（人）

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」
※有職者は令和３年までは

「自営業・家族従業者」と「被雇用・勤め人」の計

40.5 

37.5 

38.8 

4.1 

5.5 

4.8 

1.4 

5.2 

5.3 

4.1 

1.8 

4.0 

25.7 

27.9 

25.6 

24.3 

20.6 

19.8 

0.0 

1.5 

1.8 

0 20 40 60 80 100

八潮市

埼玉県

全国

有職者 学生・生徒等 主婦 失業者 年金・雇用保険等生活者 その他の無職者 不詳

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

（％）

※有職者は令和３年までは「自営業・家族従業者」と「被雇用・勤め人」の計

53 

21 

0 
0

10

20

30

40

50

60

あり なし 不詳

（人）

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

71.6 

66.2 

64.9 

28.4 

32.8 

34.3 

0.0 

1.0 

0.8 

0 20 40 60 80 100

八潮市

埼玉県

全国

あり なし 不詳

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

（％）
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    未遂歴の有無別自殺者数         未遂歴の有無別割合の比較 

 （令和元年～令和５年の５年間累計）    （令和元年～令和５年の５年間累計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）新型コロナウイルス感染症拡大下における状況 

新型コロナウイルス感染症拡大下での令和２年以降令和５年までの平均割合と、新

型コロナウイルス感染症拡大前の平成26年から令和元年までの平均割合とを比較し

ます。 

（年代別自殺者数の状況） 

年代別では、新型コロナウイルス感染症拡大下の令和２年以降において、60歳代、

70歳代の割合が減少し、80歳以上の割合が増加しています。 

コロナ禍以前との以降の自殺者の年代別比率 
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19 

42 

0

10

20

30

40

50

あり なし 不詳

（人）

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

17.6 

19.4 

19.5 

25.7 

29.1 

62.9 

56.8 

51.5 

17.6 

0 20 40 60 80 100

八潮市

埼玉県

全国

あり なし 不詳

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

（％）
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20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

平成26年～

令和５年平均

コロナ禍前

（令和元年まで）

コロナ禍以降

（令和２年以降） 資料：地域における自殺の基礎資料

（％）

資料:厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
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（性別自殺者の年齢構成） 

性別自殺者の年齢構成をみると、新型コロナウイルス感染症拡大下の令和２年以降、

男性は60歳代、70歳代の割合が減り、20歳代、80歳以上の割合が増えています。女

性では、20歳代、40歳代、60歳代の割合が減り、80歳以上の割合が増えています。

男女共通して80歳以上が増えています。 

コロナ禍以前と以降の自殺者の性・年代別比率 
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20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

（％） 〈男性〉
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20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

平成26年～

令和５年平均

コロナ禍前

（令和元年まで）

コロナ禍以降

（令和２年以降）
資料：地域における自殺の基礎資料

（％） 〈女性〉
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知っている

14.9%

内容は

知らなかったが、

聞いたことは

ある

26.6%

知らない

55.9%

無回答

2.5%
知っている

6.5% 内容は

知らなかったが、

聞いたことは

ある

9.7%

知らない

81.4%

無回答

2.4%

＊ゲートキーパー：自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応を図ることができる人 

２ アンケート調査からの意識 

  本計画の策定にあたり、令和５年度に市民の自殺対策に関する意識や関心等を把握す

るため、１５歳以上の市民3,000人を対象としたアンケート調査を実施しました。 

（自殺対策の普及啓発） 

自殺対策の普及啓発事業を行っていることについて「知っている」は14.9％、ゲー

トキーパー（＊）を「知っている」割合は、6.5％にとどまっています。 

 自殺対策普及啓発事業を知っているか      ゲートキーパーを知っているか 

 

 

 

 

 

 

 

（若い世代への支援） 

本気で自殺したいと考えたことが「ある」は15.3％、男性よりも女性、年代では20

歳代の割合が高くなっています。 

自殺を思いとどまった理由として「時間の経過とともに忘れさせてくれた」が

48.1％と、性別、年齢にかかわらず２人に１人があげています。本気で自殺したいと

考えたことがある割合が高かった20歳代は、「人に相談して思いとどまった」の割合

が他の年代を大きく上回ります。 

日常における孤独や孤立を「感じる」は34.2％ですが、年代では10歳代～30歳代

の割合がやや高いなど若い世代へ支援が必要となっています。 

本気で自殺をしたいと考えたこと 
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自殺を思いとどまった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常において孤独や孤立を感じること 
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（新型コロナウイルス感染症の影響による心身の変化） 

新型コロナウイルス感染症の影響による心身の変化について、「電子機器（スマート

フォン・パソコン等）を使用する時間」と「不安を感じること」では増えた割合が３

割を超えて高くなっています。一方、「減った」は、収入18.5％、身体活動・運動17.0％

で高くなっています。 

新型コロナウイルス感染症の影響による心身の変化 
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３ 八潮市における自殺の特徴と課題 

男性の40歳代及び50歳代を中心とした働き盛り・子育て世代が多く、こうした年

代の割合は国・県の割合を上回ります。しかし、コロナ禍以降、80歳以上が男性、女

性いずれも増えています。 

自殺の原因として最も多いのは「健康問題」ですが、その割合は、国の割合を大き

く上回ります。次に多い「経済・生活問題」の割合についても国・県の割合を上回り

ます。 

自殺者の状況として、有職者の割合、同居人ありの割合、また職業では「その他の

無職者」の割合は、いずれも国・埼玉県の割合を上回ります。 

一方、アンケート調査からは、本気で自殺したいと考えたことがある割合は20歳代

の割合が高く、孤独・孤立を「感じる」割合は10歳代～30歳代で高い割合となってい

ます。 

 

 

●40～50歳代を中心とした働き盛り・子育て世代のメンタルヘルス対策など、地域

での自殺対策の推進が求められます。 

●80歳以上の高齢者の割合が増えており、生活困窮問題やうつ状態が懸念され、地域

共生による重層的な対応が求められます。 

●若者のこころの問題に対応するため、学校での取組みや相談支援、就労環境への対

応などが求められます。 

 

 

 地域自殺実態プロファイルで示される八潮市の特徴 

自殺総合対策推進センターが作成した「地域自殺実態プロファイル2022」では、

性別・年代別・職業の有無別・同居人の有無別に区分して、主な自殺者の特徴をまと

めています。 

それによれば、自殺者の上位は女性60歳以上無職同居が最も多く、次いで男性20

～39歳無職同居、男性60歳以上有職同居、男性40～59歳無職同居、男性60歳以上・

無職同居となっています。40歳代、50歳代の自殺死亡率は男性、女性いずれも国及

び県よりも高く、そのことが反映されています。 

本市の自殺者数は令和５年も増加となっていますが、「地域自殺実態プロファイル

（2022）」では令和５年の状況を反映しておらず、令和４年までのデータに基づいて

いることを考慮していく必要があります。 
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推奨される重点パッケージ 

重点パッケージ 高齢者 

生活困窮者 

子ども・若者 

無職者・失業者 

勤務・経営 

 

地域の主な自殺者の特徴（平成30年～令和４年合計） 

 自殺者の特性 

上位５区分 

自殺者数 

(５年計) 
割合 

自殺死亡率 

(人口10万対) 
背景にある主な自殺の危機経路 

１位 
女性60歳以上 

無職同居 
8 11.9% 18.6 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

２位 
男性20～39歳 

無職同居 
7 10.4% 124.8 

①【30代その他無職】ひきこもり＋家族

間の不和→孤立→自殺／②【20代学生】

就職失敗→将来悲観→うつ状態→自殺 

３位 
男性60歳以上 

有職同居 
6 9.0% 25.7 

①【労働者】身体疾患＋介護疲れ→アル

コール依存→うつ状態→自殺／②【自営

業者】事業不振→借金＋介護疲れ→うつ

状態→自殺 

４位 
男性40～59歳 

無職同居 
5 7.5% 132.7 

失業→生活苦→借金＋家族間の不和→

うつ状態→自殺 

５位 
男性60歳以上 

無職同居 
5 7.5% 22.2 

失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲

れ）＋身体疾患→自殺 
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第３章 現行計画の取組み状況 

 

項目 
基準値（実績値） 

平成 27 年 

実績値 

令和４年 

目標値 

令和４年 
評価 

自殺死亡率（人口 10万対） 15.5 18.2 12.2 C 

出典：令和４年数値は人口動態統計、埼玉県推計人口令和４年10月1日現在（総人口）を基に算出 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

○自殺対策庁内連絡調整会議を開催しています。 

○幼保認定こども園小連絡協議会、小中一貫教育推進部会における「こころ部会」を

開催しています。 

 

（２）自殺対策を支える人材の育成 

○民生委員や職員、一般市民向けにゲートキーパー養成講座を行っています。 

○地域福祉サポーター養成講座開催の支援を行っています。 

○小中学校に生徒指導や教育相談、道徳などに長けた教員を配置し、児童生徒への適

切な支援が行える教員の育成を行っています。 

 

（３）市民への啓発と周知 

○自殺予防週間などを利用して、自殺予防の啓発を行っています。 

○相談内奥に応じた相談窓口の周知を行っています。 

○こころの健康講座を開催しています。 

○青少年の健全育成に関する啓発用リーフレット等の配布を通じ、地域住民への情報

の周知を図っています。 

○駅前デジタルサイネージを使用し、ゲートキーパー養成講座の周知を行っています。 

 

（４）生きることの促進要因への支援 

○こころの健康相談、精神保健相談・訪問指導、DV 相談など、さまざまな相談活動

を行っています。 

○自殺リスクを抱える可能性のある方、妊娠・子育て中の方、若年層、自殺未遂者な

どへの各種支援を行っています。 

○産後うつ病の早期発見に取り組んでいます。 

○保健センターロビーにストレスチェックの機器やうつ病チェック等の資料を常設し、

情報提供を行っています。 

○地域子育て支援拠点をはじめ、障がい者や高齢者の居場所づくりを行っています。 

  



16 

（５）いのちの大切さを伝える教育 

○小中学生を対象に、いのちの大切さに関する授業を行っています。 

○不登校特別対策委員会を開催しています。 

 

（６）高齢者への対策 

○地域包括支援センターにおいて、高齢者の総合的な相談に応じています。 

○いこい体操、介護予防教室などにより、高齢者の健康づくり及び居場所づくりを行

っています。 

○高齢者ふれあいの家に対し運営管理費等の助成や、新規運営者に開設準備金の助成

を行っています。 

 

（７）生活困窮者等への対策 

○自立相談支援事業等により、相談・自立支援、経済的支援を行っています。 

○経済的な理由により修学困難な児童・生徒の保護者に対し、教育資金貸付や学用品

等の費用援助を行っています。 

 

（８）勤務・経営への対策 

○市内中小企業に対し、融資あっせんを行っています。 

○市内新規創業者を支援するため利子補助を行い、相談者の状況把握に努めています。 

○市内事業所や労働団体が行う保健事業への補助金交付を行っています。 

○埼玉県や商工会と共催で、労働問題への正しい知識の普及や意識啓発を図っていま

す。 
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第４章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

令和４年に改定された国の自殺総合対策大綱では、「誰も自殺に追い込まれることの

ない社会の実現」を引き続き基本理念としています。 

本市においては、「市民一人ひとりが「いのち」を大切にし、互いに支え合い、安心

して暮らせるやしおの実現」を基本理念として、自殺対策を推進してきました。新た

な自殺対策計画においても、引き続き「市民一人ひとりが「いのち」を大切にし、互

いに支え合い、安心して暮らせるやしおの実現」を基本理念とします。 

 

市民一人ひとりが「いのち」を大切にし、 

互いに支え合い、安心して暮らせるやしおの実現 
 

 

 

２ 基本方針 

国の自殺総合対策大綱が掲げる自殺対策の基本方針を踏まえ、本市では以下の基本

方針に沿って自殺対策を推進します。 

 

（１）生きることの包括的な支援 

自殺対策を「生きることの包括的な支援」として、社会全体の自殺のリスクを低下

させるとともに、一人ひとりの生活を守るという姿勢で展開するものとします。 

また、「生きることの阻害要因」である失業や多重債務、生活困窮等を減らす取組み

に加えて、「生きることの促進要因」である自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回

避能力等を増やす取組みを行い、双方の取組みを通じて、自殺リスクを低下させる方

向で、生きることの包括的支援として推進します。 

 

（２）関連分野・関係機関との連携・協働 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域や職場環境、さ

らには本人の性格傾向や家族の状況、死生観などが複雑に関係しています。 

そのため、様々な分野の施策や関係機関との連携・協働による包括的な取組みを実

施します。 
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（３）実践と啓発の推進 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こりうる危機」という認識を醸成し、

危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、地域全体

の共通認識となるように積極的に普及啓発を行います。 

また、自殺を考えている人のサインに早く気づき、精神科医等の専門家につなぎ、

その助言を受けながら見守っていける取組みを推進します。 

 

（４）対応段階に応じた取組み 

市民一人ひとりの周知啓発としての事前予防、自殺発生の危機に介入し、自殺を発

生させない適切な相談と支援につなげる危機対応、自殺や自殺未遂が生じた場合に家

族や職場の同僚等に与える影響を最小限とするとともに、遺族等への支援を行う事後

対応といった、それぞれの対応段階に応じた対策に取り組み、効果的に連動させた取

組みとします。 

 

（５）自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する 

自殺者及び自殺未遂者及びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の平穏に配慮する

とともに、これらを不当に侵害することのないようにしなければなりません。 

自殺対策に関わる全ての人が、このことを認識して自殺対策に取り組みます。 

 

３ 計画の数値目標 

国の数値目標は、自殺死亡率を平成27年の18.5と比べて30％以上減少させるとい

う考え方のもとに、令和８年までに自殺死亡率を13.0以下まで減少させることとして

います。 

埼玉県においても計画の中間目標として、令和８年までに自殺死亡率を平成27年比

30％減となる12.6を目標としています。 

本市の自殺死亡率は、新型コロナウイルス感染症の影響から令和４年、５年の自殺死

亡率は著しい増加となっています。このため、令和元年から令和５年までの５年間の自

殺死亡率の平均16.9を基とし、計画の目標年次である令和10年までに30％以上減少さ

せることとします。 

数値目標（自殺死亡率：人口１０万人あたりの自殺者数） 

 平成 27 年（実績値） 
令和元年～令和５年 

の平均（実績値） 
令和８年 令和 10 年 

国 18.5 16.8 13.0 － 

埼玉県 18.0 16.5 12.6 － 

八潮市 15.5 16.9 － 11.9 

※数値目標の自殺死亡率は、国・県の目標と同様に「人口動態統計」より算出しており、P5 の「地域における自

殺の基礎資料」による数値とは異なります。また、国・県の自殺死亡率の算出には日本人のみの推計人口が用

いられますが、八潮市の令和元年～５年平均は日本人のみの公表がないため人口総数を用いています。 
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４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基本理念の実現に向け、国が示す「地域自殺対策政策パッケージ」ですべての市町村が

取り組むべきとされる「基本施策」と、本市の自殺の実態を踏まえて特に力を入れて取り

組むべき「重点施策」の大きく２つの施策群で自殺対策を推進します。 

 

  

 

市
民
一
人
ひ
と
り
が
「
い
の
ち
」
を
大
切
に
し
、 

 
 
 
 

互
い
に
支
え
合
い
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
や
し
お
の
実
現 

市民への啓発と 

周知 

○自殺対策に関する啓発と周知 

○相談体制の周知と推進 

 

○関係機関・関連職種、市民等を対象とした 

研修の実施 

 

○孤立防止と居場所づくりの推進 

○自殺リスクを抱える人への支援 

〇遺された人への支援 

 

○行政と関係機関との連携強化 

○地域における多様な主体との連携強化 

 

○いのちの大切さを伝える教育 

 

自殺対策を支える 

人材の育成 

基本施策 取組み 

生きることの促進 

要因の増大 

地域における 

ネットワークの強化 

いのちの大切さを 

伝える教育 

高齢者への対策 
生活困窮者等 

への対策 

勤務者・経営者 

対策 

重点施策 

基本理念 
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第５章 計画の取組み内容 

１ 基本施策 

基本施策の項目は、以下の５項目とします。 

基本施策１ 市民への啓発と周知 

（１）自殺対策に関する啓発と周知 
 

 

自殺に対する正しい認識の普及を図るため、人権（性の多様性を尊重する社会の推

進を含む）等の啓発活動を実施するとともに、イベントや各種講座の開催、パンフレ

ットやホームページなどを活用した自殺予防に関する普及啓発を図ります。 

また、自殺に追い込まれるという危機は、「誰にでも起こり得る危機」であり、そう

した場合には誰かに援助を求めるという考え方の普及に取り組みます。 

 

①市民向け講演会・イベント等の開催 

自殺対策に関する市民の理解を広げるため、講座の開催や展示等を行うことで、自

殺や精神疾患に対する偏見をなくしていくとともに、自殺の危険を示すサインや対応

方法等について市民の理解を促進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ こころの健康講座 
子育て中の保護者や一般市民を対象とした、こころ

の健康に関する講座を行います。 
健康増進課 

２ 人権啓発事業 

人権相談について、広報やしおやホームページ及び

イベントを利用して周知します。 

人権・男女共

同参画課 

人権標語ポスター等による啓発活動を展開し、市民

の人権意識の向上を図ります。 
社会教育課 

３ 特集図書展示 
図書館の特集図書展示において、自殺予防をテーマ

とした展示を検討します。 
社会教育課 

４ 人権講座 
市民一人ひとりの人権意識の高揚を図るため講座

を開催します。 
社会教育課 

５ 
各種イベントでの 

周知・啓発 

各種イベントにおいて、自殺対策に関連する啓発活

動を行います。 
関係各課 

 

 

 

 

 

 

 

取組みの方向性 
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②メディアを活用した啓発活動の推進 

自殺対策に関する理解を広げるために、広報紙やホームページ、840メール等を活

用した啓発活動を行います。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
メディアを活用し

た啓発活動 

自殺予防週間等や各種啓発活動について、広報紙や

ホームページ、840メールを利用し周知します。 

健康増進課 

関係各課 

 

（２）相談体制の周知と推進 
 

 

自殺のリスク要因を抱える人を適切な支援につなげるには、市民へ相談機関に関す

る情報を提供することが必要です。それぞれの悩みを具体的に解決できる適切な相談

窓口につながるように、様々な機会をとらえ適切な情報発信と周知を図ります。 

 

① リーフレット・相談窓口案内の作成・周知 

様々な機会を通じ、こころの健康や自殺に関する相談窓口の周知を図ります。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
相談窓口シートの

作成・活用 

相談者の様々な悩みに対し、他分野の関係機関が連

携できるよう相談窓口の一覧（相談窓口シート）を

作成し、庁内窓口において活用します。 

健康増進課 

関係各課 

２ 
相談先一覧の作

成・周知 

障がいのある人やその家族のための市内相談先一

覧のパンフレットを作成し、周知を図ります。 
障がい福祉課 

○新

３ 

思いがけない妊娠

に関する相談窓口

の周知 

保健師や助産師、社会福祉士などの専門相談員が電

話やメールで相談に応じる埼玉県の「にんしん

SOS 埼玉」について、ホームぺージを利用し周知

します。 

子ども家庭

支援課 

４ 
青少年育成体制づ

くり事業 

青少年の健全育成に関する啓発用リーフレット等

の配布を通じ、地域住民への情報の周知を図りま

す。 

社会教育課 

○新

５ 

相談先一覧の作

成・周知 

登校に不安を抱える児童生徒の保護者に向けて、相

談先一覧を作成し、周知を図ります。 

小中一貫 

教育指導課 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組みの方向性 
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② 多様な手段の相談体制の確保 

子どもや若者から中高年者までコミュニケーションの手段として SNS を活用する人 

が多いことから、SNS を含む ICT を活用した相談機会の確保・充実を図ります。 

 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 
 

（１）関係機関・関連職種・市民等を対象とした研修の実施 
 

 

 

自殺のリスク要因を抱える人の早期発見、早期対応を図るため、自分の周りにいる

かもしれない自殺を考えている人の存在に気づき、声をかけ話しを聞き、必要に応じ

て専門家につなぐ人材の育成を図ります。 
 

①市職員を対象とする研修の実施 

市の職員を対象として、ゲートキーパー養成講座等を実施し、傾聴や相談窓口への

つなぎ方等、適切な対応を可能とする人材の育成に努めます。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
ゲートキーパー養

成講座 

自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応を可

能とするため、市職員を対象にしたゲートキーパー

養成講座を開催します。 

健康増進課 

２ 人材育成推進事業 

市職員を対象として実施しているハラスメント防

止研修の項目の一つとして、自殺対策の追加を検討

します。 

人事課 

３ 
各相談員のスキル

アップ 

市の相談業務を行う相談員にゲートキーパー研修

を受講させ、スキルアップを図ります。 
関係各課 

 

②一般市民を対象とする研修の実施 

市民を対象としてゲートキーパー養成講座等を開催し、自殺対策に関する地域の担

い手の育成に努めます。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ ゲートキーパー養 自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応を可 健康増進課 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

○新 

１ 
SNSの活用 

SNS を含む ICT を活用した窓口について、機会を

とらえ周知します。 

健康増進課 

関係各課 

○新 

２ 

1人1台端末等を活

用した支援 

１人１台端末等を活用して、児童生徒の心や体調の

変化を把握し、児童生徒が発するＳＯＳの早期発

見・早期支援につなげます。 

小中一貫 

教育指導課 

取組みの方向性 
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成講座 能とするため、市民を対象にしたゲートキーパー養

成講座を継続開催します。 

２ 

地域福祉サポータ

ー養成講座等への

支援 

社会福祉協議会が行う、地域福祉サポーター養成講

座（人材育成）等の講座の実施に向けた支援を行い、

地域での担い手を育成します。 

社会福祉課 

 

③学校教育に関わる人材の育成 

困難を抱えた児童生徒に適切な支援を行うため、教職員の育成を推進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 教職員の人材育成 

生徒指導や教育相談、道徳などに長けた教員を各校

に配置し、児童生徒への適切な支援が行える教員の

育成を推進します。 

学務課 

○新

２ 

小中一貫教育推進

検討部会における

研修会の実施 

各校から代表教職員が集まる部会において、自殺防

止の研修や命の大切さを学ぶ授業について検討を

行います。 

小中一貫 

教育指導課 
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基本施策３ 生きることの促進要因の増大 

（１）孤立防止と居場所づくりの推進 
 

 

自殺対策においては、一人ひとりが抱えている悩みや不安等の生きることの阻害要

因を減らすだけでなく、生きることの促進要因を増やす取組みが重要となることから、

子どもから若者、高齢者まですべての人の孤立を防ぐ居場所づくりに取り組みます。 

 

①自殺対策に資する居場所づくりの推進 

生きづらさや孤立のリスクを抱えた人が、地域に自分自身の居場所を見つけられる

よう、目的に合った交流の場等を提供します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
老人福祉センター

事業 

高齢者の健康の増進、教養の向上及びレクリエーシ

ョンなどの機会を提供します。 

また、健康相談を実施し、必要に応じて他の相談機

関につなげます。 

長寿介護課 

２ 
高齢者ふれあいの

家支援事業 

市内において空家等を活用し、地域で高齢者が気軽

に集い、世代間交流等ができる憩いの場の開設・運

営を支援します。 

長寿介護課 

○新

３ 

オレンジカフェ 

（認知症カフェ） 

認知症支援推進員の配置と認知症に関する悩みに

ついて相談できるオレンジカフェを開催します。 
長寿介護課 

４ 
地域活動支援セン

ターの活用 

地域活動支援センターの相談支援事業を実施する

とともに必要に応じて他の相談機関等につなげま

す。 

障がい福祉課 

５ 
地域子育て支援拠

点事業 

概ね３歳未満の児童とその保護者の交流の場の提

供と交流の促進、子育てに関する相談・子育て情報

の提供、子育て支援に関する講習会等を行います。 

子育て支援課 

６ 児童館運営事業 

０歳から１８歳未満の児童とその保護者を対象と

した遊びの場を提供し、地域の児童の健全育成を図

ります。 

子育て支援課 

 

（２）自殺リスクを抱える人への支援 

 

 

 

自殺を防ぐためには、精神的な側面とともに、社会・経済的な側面からの支援等包

括的な取組が重要です。 

そのため、自殺リスク要因となる様々な悩みや問題を抱えた人への相談・支援体制

を充実します。 

取組みの方向性 

取組みの方向性 
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また、自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐとともに、自死遺族など遺された人に対

し、こころの負担を軽減するための支援を行います。 

① 自殺リスクを抱える人の相談・支援 

自殺対策と関連の深い様々な分野において支援を行うとともに、必要に応じて適切

な相談機関や窓口を案内し、必要な支援につなげます。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ こころの健康相談 
心の悩みを持つ者等に対し、精神科医による個別相

談を実施します。 
健康増進課 

２ 
精神保健相談・訪

問指導 

精神保健指導が必要と認められる者及びその家族

等に対して、保健師が電話や面談、訪問し、必要な

助言を行います。 

健康増進課 

３ 法律相談 
法律上の諸問題についての相談を受けるとともに、

必要に応じて他の相談機関等につなげます。 
秘書広報課 

４ くらしの相談 

日常生活の問題や国・県・市の行政サービスについ

ての相談を受けるとともに、必要に応じて他の相談

機関等につなげます。 

秘書広報課 

５ DV相談 

配偶者暴力相談支援センター（通称：八潮市 DV 相

談支援室）において、ＤＶの防止及び被害者の支援

をします。 

子ども家庭

支援課 

６ 人権相談 
プライバシーの侵害など基本的人権について、相談

を実施します。 

人権・男女共

同参画課 

７ 納税相談 

納税相談に訪れた市民に対し、必要な相談窓口を案

内し、生活面で深刻な問題を抱え、困難な状況にあ

る方を支援につなげます。 

納税課 

８ 災害見舞金の支給 
災害によって被害を受けた者に対し、見舞金を支給

し、生活を支援します。 
社会福祉課 

９ 

地域活動支援セン

ターの活用 

【再掲】 

地域活動支援センターの相談支援事業を実施すると

ともに、必要に応じて他の相談機関等につなげます。 
障がい福祉課 

10 
障がい者福祉施設

の運営 

利用者及びその家族の状況把握に努め、必要に応じ

て他の相談機関等につなげます。 
障がい福祉課 

11 障がい者就労支援 
対象者の状況把握に努め、必要に応じて他の相談機

関等につなげます。 
障がい福祉課 

12 
障がい福祉サービ

ス給付事業 

障がい者サービスの申請手続きに際し、対象者及び

その家族の状況把握に努め、必要に応じて他の相談

機関等につなげます。 

障がい福祉課 

１３ 女性相談 

女性相談支援員を配置し、困難な問題を抱える女性

に対し多様な支援を包括的に提供できるよう体制

整備をします。 

子ども家庭

支援課 



26 

14 消費生活相談 

悪質商法や契約トラブル、多重債務問題を解決する

ため、市民からの相談を受け、助言やあっせんを行

うとともに、必要に応じて他の相談機関等につなげ

ます。 

商工観光課 

１５ 内職相談 

内職の求人、求職のあっせん、および相談を受ける

とともに、必要に応じて他の相談機関等につなげま

す。 

商工観光課 

 

② 妊娠・子育て中の方への支援 

様々な悩みを抱えやすい妊娠中、子育て中の方へ支援を行うとともに、必要に応じ

て適切な相談機関や窓口を案内することで、きめ細やかな相談支援を図ります。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
障がい児通所給付

事業 

障がい児サービスの申請手続きに際し、対象者及び

その家族の状況把握に努め、必要に応じて他の相談

機関等につなげます。 

障がい福祉課 

２ 
ホームスタート事

業 

孤立した状況にある家庭や子育てに不安や悩みを

抱えた家庭に、心の安定や自信を取り戻して、地域

へ踏み出すきっかけづくりを支援するため、研修を

受けたボランティアが訪問し、相談、傾聴、育児・

家事支援を一緒に行います。 

子育て支援課 

３ 

地域子育て支援拠

点事業 

【再掲】 

概ね３歳未満の児童とその保護者の交流の場の提

供と交流の促進、子育てに関する相談・子育て情報

の提供、子育て支援に関する講習会等を行います。 

子育て支援課 

４ 
こども医療費支給

事業 

高校生年代までの子どもに係る医療費を支給する

際、必要に応じて他の相談機関等につなげます。 
子育て支援課 

５ 児童手当支給事業 

高校生年代までの子どもを養育している者に児童

手当を支給する際、必要に応じて他の相談機関等に

つなげます。 

子育て支援課 

６ 

ひとり親家庭等医

療費支給、児童扶

養手当支給 

父母が婚姻を解消した等による、ひとり親家庭等に

対し、経済的な支援を行うため、医療費や手当を支

給する際、必要に応じて他の相談機関等につなげま

す。 

子育て支援課 

７ 
自立支援給付金支

給 

父母が婚姻を解消した等による、ひとり親家庭等に対

し、生活の安定を図るため、自立･就業のための支援

を行う際、必要に応じて他の相談機関等につなげま

す。 

子育て支援課 

○新 

８ 

利用者支援事業 

（基本型） 

幼稚園・保育所等の教育・保育施設や子育てひろば

などの地域の子育て支援事業を円滑に利用できる

よう、利用者の個別ニーズを把握して、それに基づ

いて情報の集約・提供、相談や支援の紹介を行うと

ともに、関係機関との連絡調整を行います。 

子育て支援課 
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○新 

９ 

利用者支援事業 

（こども家庭セン

ター型） 

・令和6年4月子ども家庭支援課内に設置した「こど

も家庭センター」において、全ての妊産婦、子育て

世帯、こどもに対し母子保健・児童福祉の両機能が

一体となって相談支援を行います。 

・妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する

包括的な支援及び全てのこどもと家庭に対して虐

待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援

まで、切れ目なく対応します。 

子ども家庭

支援課 

10 
妊婦等包括相談支

援事業 

・「にじいろ子育て相談室」において、保健師等に

よる母子保健や子育てに関する情報の提供や相談

支援を実施します。 

・妊娠届出のあった妊婦に対し、妊娠・出産・育児

に関するアンケートとともに面談を行い、母子健康

手帳を交付します。 

子ども家庭

支援課 

11 

母子保健に関する

各健診・教室・相

談等 

・妊婦が安心して出産を迎え、子育てをしていける

よう、「パパママ学級」や「プレママサロン」を実

施します。 

・妊産婦及び乳幼児を対象に各種健康診査を実施し

ます。 

・生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問

し、子育て支援に関する情報提供を行うとともに、

母子の心身の状況や養育環境などの把握をし、支援

が必要な家庭に対しては適切なサービスに繋いで

いきます。 

・産後1年以内の母子に対して、助産師等の専門職

による母親の心身のケアや授乳・育児等の指導・相

談等の支援を行う「産後ケア事業」を実施します。 

・発育・発達の経過観察が必要な乳幼児を対象に、

小児発達専門医、心理士、言語聴覚士による「すこ

やか相談」を実施し、必要に応じ医療機関や療育機

関に繋いでいきます。 

・保健師、栄養士が電話や来所、訪問等により個別

相談を行います。 

子ども家庭

支援課 

12 
ママのこころの相

談 

母親の精神的な支援として、臨床心理士による個別

相談「ママのこころの相談」を実施し、必要な助言

を行います。 

子ども家庭

支援課 

○新 

13 

子育てメンタルサ

ロン 

子育てに対する不安や困難さを感じている母親同

士が交流できる場を作り、グループで子育てや困り

ごとについて語り合うことで、不安を軽減させなが

ら子育てをしていけるよう支援します。 

子ども家庭

支援課 

14 
家庭児童相談室運

営事業 

各種子育ての相談に対応するため、家庭児童相談員

を配置し、相談体制の充実を図ります。 

子ども家庭

支援課 

15 心身障がい児訓練 心身の発達にさまざまなつまずきを持つ児童と家 保育課 
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事業 族に対し、日常生活に必要な基本動作の訓練、指導

を行います。（嘱託医、心理判定員、言語聴覚士、

理学療法士、作業療法士） 

16 学童保育事業 

学童保育を通じ、指導員が保護者や家庭環境の状況

把握に努めるとともに、保護者から子育ての悩みを

聞く機会等を捉え、必要に応じて他の相談機関等に

つなげます。 

保育課 

 

③ 児童・生徒・保護者への支援 

児童・生徒・保護者が抱える問題に対し、専門職が連携し支援します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

○新

１ 

スクールソーシャ

ルワーカーの配置

及び派遣 

社会福祉士・精神保健福祉士等の専門性を持つスク

ールソーシャルワーカーを教育相談所に配置し、学

校・家庭・関係機関等の連携・調整を行い、児童・

生徒を取り巻く環境の改善を図ります。 

小中一貫 

教育指導課 

○新

２ 

スクールカウンセ

ラー等による研修

会の実施 

各学校において、スクールカウンセラー等を指導者

として、教職員向けの研修（SOSの出し方を含む）

を実施し、教育相談体制の充実を図ります。 

小中一貫 

教育指導課 

３ 

教育相談体制の充

実 

 

教育相談所において、いじめ・不登校・児童虐待・子

どもの発達等に関する悩みを抱える子ども・保護者に

対して、臨床心理士やスクールカウンセラー、スクー

ルソーシャルワーカーが支援を行うとともに、必要に

応じて他の相談機関等につなげます。 

小中一貫 

教育指導課 

○新

４ 

学校の長期休業時

の自殺予防の啓発 

学校の長期休業日が明ける前に、各学校から各家庭へ

一斉メールを送り、継続的に児童生徒の見守りを依頼

し、自殺予防の啓発を図ります。 

小中一貫 

教育指導課 

○新

５ 

１人１台端末等を

活用した支援 

【再掲】 

１人１台端末等を活用して、児童生徒の心や体調の変

化を把握し、児童生徒が発するＳＯＳの早期発見・早

期支援につなげます。 

小中一貫 

教育指導課 

④ 若年層への支援 

若年層が抱える問題に対し、相談窓口の周知や関係機関の連携を推進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
こころの健康相談

【再掲】 

心の悩みを持つ者等に対し、精神科医による個別相

談を実施します。 
健康増進課 

２ 

相談窓口シートの

作成・活用 

【再掲】 

相談者の様々な悩みに対し、他分野の関係機関が連

携できるよう相談窓口の一覧（相談窓口シート）を

作成し、庁内窓口で活用します。 

健康増進課 

関係各課 

３ 若者就労支援 

働くことに悩みを抱えている15～39歳の若者に対

し、就労支援を行う「地域若者サポートステーショ

ン」を周知します。 

商工観光課 
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⑤ うつ病等が疑われる病状の早期発見 

本市で実施している健診等の場面でうつ病等が疑われる症状の早期発見に努めます。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
自分を知るコーナ

ーの活用 

保健センターロビーにある「自分を知るコーナー」

において、ストレスチェックの機器や自分の心の状

態に気づくための情報提供を行います。 

健康増進課 

２ 
産後うつ病の早期

発見 

・産後間もない時期に行う産婦健康診査について、

基本的な身体的健康診査に加え、心の健康チェック

を受けた方を対象に費用の一部を助成します。 

・保健師・助産師による産婦訪問時に EPDS（エジ

ンバラ産後うつ病質問紙票）を実施します。 

子ども家庭

支援課 

 

⑥ 支援者支援の推進 

悩みを抱える人だけでなく、支援者が孤立しないよう支援者支援を推進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
市職員の健康づく

り支援 

住民からの相談に応じる職員の心身面の健康の維

持増進を図ります。 
人事課 

２ 
精神保健福祉講座

の実施 

精神に障がいのある人の家族や支援者等に、精神疾

患の正しい理解や対応方法についての理解を深め

るとともに、家族同士の情報の共有を図ることで安

心した生活が送れるよう講座を実施します。 

障がい福祉課 

３ 
教職員の人材育成 

【再掲】 

生徒指導や教育相談、道徳などに長けた教員を各校

に配置し、児童生徒への適切な支援が行える教員の

育成を推進します。 

学務課 

４ 
教職員の健康づく

り支援 

教職員を対象にストレスチェックの簡易検査を行

い、高ストレス判定者のうちの希望者に対し、医師

による面談を行います。 

学務課 

○新

５ 

スクールソーシャ

ルワーカーの配置

及び派遣 

【再掲】 

社会福祉士・精神保健福祉士等の専門性を持つスク

ールソーシャルワーカーを教育相談所に配置し、学

校・家庭・関係機関等の連携・調整を行い、児童・

生徒を取り巻く環境の改善を図ります。 

小中一貫 

教育指導課 

○新

６ 

教育相談体制の充

実 

【再掲】 

教育相談所において、いじめ、不登校、児童虐待、

子どもの発達等に関する悩みを抱える子ども・保護

者に対して、臨床心理士やスクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカーが支援を行うととも

に、必要に応じて他の相談機関等につなげます。 

小中一貫 

教育指導課 

○新

７ 

スクールカウンセ

ラーによる研修会

の実施 

社会福祉士・精神保健福祉士等の専門性を持つスク

ールソーシャルワーカーを教育相談所に配置し、学

校・家庭・関係機関等の連携・調整を行い、児童・

小中一貫 

教育指導課 



30 

【再掲】 生徒を取り巻く環境の改善を図ります。 

○新

８ 

ヤングケアラー支

援 

ヤングケアラーの早期発見や相談・支援体制の充実

などに繋げるため、関係機関と連携し必要な取組や

支援について検討するとともに、実態の把握に努め

ます。 

子ども家庭

支援課 

関係各課 

○新

９ 

家族介護者の支

援・介護離職防止

促進 

家族介護者の支援及び介護離職防止の促進として、

地域包括支援センターに配置した家族介護者支援

員を中心とした支援体制を整備します。 

また、高齢者を介護している人や、介護に関心のあ

る人等を対象に、家族介護教室を実施します。 

長寿介護課 

○新

10 

介護者サービスの

充実 

介護者の負担軽減のため、日中一時支援事業や介護

家族会等の支援など介護者サービスの充実を図り

ます。 

障がい福祉

課 

 

⑦ 自殺未遂者への支援 

厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」によると、自殺者の2割に自殺未遂歴

があると示されていることから、再度の自殺企図を防ぐため、自殺未遂者の様々な問

題に対応できるよう、関係機関との連携に努めます。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
こころの健康相談 

【再掲】 

心の悩みを持つ者等に対し、精神科医による個別相

談を実施します。 
健康増進課 

○新

２ 

誹謗中傷・自殺者

や親族等の名誉に

関する対策 

誹謗中傷ホットラインや対処法について周知する

とともに、自殺未遂者及び自殺者、親族等の名誉を

不当に侵害することのないよう自殺に対する偏見

を払拭し正しい理解を促進するよう啓発します。 

健康増進課 

３ 

相談窓口シートの

作成・活用 

【再掲】 

相談者の様々な悩みに対し、他分野の関係機関が連

携できるよう相談窓口の一覧（相談窓口シート）を

作成し、庁内窓口で活用します。 

健康増進課 

関係各課 

４ 
(仮称)自殺対策連

絡協議会 

八潮市いのち支える自殺対策計画に基づき、自殺対

策の推進に向け協議・検討を行う「(仮称)自殺対策

連絡協議会」の運営を行います。 

健康増進課 
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（３）遺された人への支援 

 

 

自殺は周囲の人にも深刻な影響を与えることから、心理的な苦痛が少しでも和らぐ

よう遺された人へ早期の支援に努めます。 

 

① 遺された人への支援及び情報提供の推進 

自死遺族等に対する適切な支援を行うとともに、必要な支援情報が得られるよう情

報提供を推進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
こころの健康相談 

【再掲】 

心の悩みを持つ者等に対し、精神科医による個別相

談を実施します。 
健康増進課 

２ 

相談窓口シートの

作成・活用 

【再掲】 

相談者の様々な悩みに対し、他分野の関係機関が連

携できるよう相談窓口の一覧（相談窓口シート）を

作成し、庁内窓口で活用します。 

健康増進課 

関係各課 

○新

３ 

相談窓口・遺族の

集いの情報提供 

遺族のための相談窓口や遺族が気持ちを語り合う

ことのできる集いの場について、おくやみハンドブ

ックやホームページ等で周知します。 

健康増進課 

○新

４ 

誹謗中傷・自殺者

や親族等の名誉に

関する対策 

【再掲】 

誹謗中傷ホットラインや対処法について周知する

とともに、自殺未遂者及び自殺者、親族等の名誉を

不当に侵害することのないよう自殺に対する偏見

を払拭し正しい理解を促進するよう啓発します。 

健康増進課 

○新

５ 
葬祭費の支給 

被保険者が亡くなられた時、葬祭を行った方へ葬祭

費の支給をすることにより、遺族の経済的負担の軽

減を図ります。 

国保年金課 

○新

６ 
葬祭助成金の支給 

市内に住所を有する方が亡くなられた時、葬祭を行

った方へ葬祭費の助成をすることにより、遺族の経

済的負担の軽減を図ります。 

市民課 

○新

７ 

おくやみハンドブ

ック 

自死遺族を含む遺族等が行うお悔やみ手続きにつ

いて、市役所関係の手続きとその他一般的な手続き

について、ハンドブックを作成しホームページ等で

周知し、遺族の負担軽減を図ります。 

市民課 

 

 

  

取組みの方向性 
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基本施策４ 地域におけるネットワークの強化 

（１）行政と関係機関との連携強化 
 

 

自殺対策を総合的に推進するため、自殺対策連絡協議会をはじめ、行政と関係機関

相互の情報共有とともに連携・協働し自殺対策に総合的に取り組むネットワークを構

築していきます。 
 

①行政と関係機関等とのネットワークの強化 

行政と関係機関等との連携を強化し、本市における自殺対策を包括的かつ効果的に

推進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 

(仮称)自殺対策連

絡協議会 

【再掲】 

八潮市いのち支える自殺対策計画に基づき、自殺対

策の推進に向け協議・検討を行う「(仮称)自殺対策

連絡協議会」の運営を行います。 

健康増進課 

２ 
要保護児童対策事

業 

児童虐待の予防、早期発見及び早期対応のため、市

や学校をはじめ地域の関係機関が連携して情報の

交換や支援内容の協議を行います。 

子ども家庭

支援課 

３ 

小中一貫教育推進

検討部会における

研修会の実施 

【再掲】 

各校から代表教職員が集まる部会において、自殺防

止の研修や命の大切さを学ぶ授業について検討を

行います。 

小中一貫 

教育指導課 

○新

４ 

不登校特別対策協

議会の開催 

学校・家庭・地域・関係諸機関が一体となった総合

的な不登校対策の推進を図ります。 

小中一貫 

教育指導課 

○新

５ 

いじめ対策委員会

の開催 

市内学校におけるいじめの防止等の対策に関する

事項等について、関係機関相互の情報交換及び状況

把握を行い、連携を図ります。 

小中一貫 

教育指導課 

○新

６ 

重層的支援体制の

整備 

様々な複雑化・複合化した課題に関係支援機関と連

携し、解決に向けて包括的な支援を行います。 
関係各課 

 

 

 

 

 

 

 

取組みの方向性 
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（２）地域における多様な主体との連携強化 
 

 

町会・自治会、民生委員・児童委員等地域における多様な主体との情報交換により

相互連携を深め、地域における取組みを推進します。 
 

①地域における多様な主体との連携 

町会・自治会、民生委員・児童委員等、地域における多様な主体と行政との連携を

強化し、本市における自殺対策を包括的かつ効果的に推進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
地域における多様

な主体との連携 

町会・自治会や民生委員・児童委員等と行政との連

携を強化し、自殺対策に関する情報の共有に努めま

す。 

関係各課 

取組みの方向性 
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基本施策５ いのちの大切さを伝える教育 

 

（１）いのちの大切さを伝える教育 
 

 

児童生徒が様々な困難やストレスを抱えた時、ひとりで問題を抱え込まず、他者に

援助を求める力を伸ばしていけるよう、いのちの大切さ等を学ぶ教育や、安心して生

活できる環境づくりを進めます。 

 

①いのちの大切さを伝える教育 

児童生徒が「かけがえのない個人」として、自己肯定感を高め、ともに尊重しあい

ながら生きていくことについて考える、いのちの大切さが実感できる教育を推進しま

す。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ いのちの授業 
「いのちの大切さ」に関する授業を小学生及び中学

生を対象に実施します。 
社会教育課 

○新

２ 
道徳教育の推進 

各学校の道徳の授業において、「いのちの大切さ」

についての教材を扱います。 

小中一貫 

教育指導課 

３ 

小中一貫教育推進

検討部会における

研修会の実施 

【再掲】 

各校から代表教職員が集まる部会において、自殺防

止の研修や命の大切さを学ぶ授業について検討を

行います。 

小中一貫 

教育指導課 

 

②SOS の出し方に関する教育の推進 

児童・生徒が命や暮らしの危機に直面した時に、誰に、どのように助けを求めれば

よいかを学ぶための SOS の出し方に関する教育を推進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

○新

１ 

スクールカウンセ

ラー等による研修

会の実施 

【再掲】 

各学校において、スクールカウンセラー等を指導者

として、教職員向けの研修（ＳＯＳの出し方を含む）

を実施し、教育相談体制の充実を図ります。 

小中一貫 

教育指導課 

○新

２ 

１人１台端末等を

活用した支援 

【再掲】 

１人１台端末等を活用して、児童生徒の心や体調の

変化を把握し、児童生徒が発するＳＯＳの早期発

見・早期支援につなげます。 

小中一貫 

教育指導課 

取組みの方向性 
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２ 重点施策 

重点施策の対象は、第２章３八潮市における自殺の取組みと課題を踏まえ、対象を

高齢者、生活困窮者等、勤務者・経営者の３項目とします。 

 

重点施策１ 高齢者への対策 

 

 

 

高齢者は、自身の病気や周辺の人々とのつながりの希薄化などにより閉じこもりや

抑うつ状態になりやすく、自殺リスクが高まるケースがあります。健康長寿の延伸に

向けた健康問題への施策を進めるとともに、地域包括ケアシステムの施策と連動し、

高齢者の暮らし・介護に関する課題に一体的に取り組みます。 

 

①高齢者の健康づくりの推進 

健康増進や介護予防、認知症予防などを推進し、高齢者の心身の健康リスクの低減

を図ります。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 八潮いこい体操 

町会・自治会公民館等で、地域の仲間と楽しく運動

することで、転倒予防や閉じこもり防止につなげ、

健康に関する自己管理意識を高めるために開催し

ます。 

健康増進課 

長寿介護課 

２ 介護予防教室 
仲間と楽しく健康づくりを行い、介護予防の充実を

目指すため体操教室等を開催します。 
長寿介護課 

 

②地域で見守る高齢者支援体制の推進 

生活上の課題を抱える高齢者への包括的支援を推進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
地域包括ケアシス

テムの推進 

地域包括支援センターにおいて、高齢者への総合的

な相談に応じます。また、相談に対応する、地域包

括支援センター職員のゲートキーパー研修受講に

ついて検討します。 

長寿介護課 

２ 
高齢者在宅福祉サ

ービス 

在宅の要援護高齢者及びその家族等に対して各種

サービスを総合的に提供し、これらの者の自立促進

及び生活の質の確保並びにその家族の身体的・精神

的及び経済的な負担の軽減を図ります。 

長寿介護課 

３ 介護保険運営事業 

介護保険制度の適正な利用の中で、相談等を通し、

要介護者等やその家族が、安心して日常生活を営む

ための支援を行います。また、地域ケア会議では、

長寿介護課 

取組みの方向性 
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高齢者が在宅生活を続けていく上での課題を整理、

検証し、自立した尊厳ある生活を営むことができる

よう支援を行います。 

４ 

オレンジカフェ

（認知症カフェ） 

【再掲】 

認知症支援推進員の配置と認知症に関する悩みに

ついて相談できるオレンジカフェを開催します。 
長寿介護課 

５ まごころ収集 

自らごみ集積所へごみを持ち出すことが困難で、か

つ、身近な人の協力を得ることが困難な世帯に対し

週１回訪問し、ごみを収集する。また、ごみが出て

いない場合は、安否確認を行い、応答がないときは、

緊急連絡先に連絡します。 

環境リサイ

クル課 

 

③高齢者の生きがいづくりの支援 

高齢者のさまざまな活動の支援や交流機会の提供、就労の促進など高齢者の生きが

いづくりを支援します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 

高齢者ふれあいの

家支援事業 

【再掲】 

市内において空家等を活用し、地域で高齢者が気軽

に集い、世代間交流等ができる憩いの場の開設・運

営を支援します。 

長寿介護課 

２ 

老人福祉センター

事業 

【再掲】 

高齢者の健康の増進、教養の向上及びレクリエーシ

ョンなどの機会を提供します。 

また、健康相談を実施し、必要に応じて他の相談機

関につなげます。 

長寿介護課 

○新

３ 

高齢者への就業機

会の提供 

社会参加や生きがいづくりを希望する働く意欲の

ある高齢者を対象に、短期的な就業や一般労働者派

遣等の機会を提供している「シルバー人材センター 

」の運営を支援します。 

長寿介護課 
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重点施策２ 生活困窮者等への対策 

 

 

 

生活困窮の背景には多重債務、労働、ひきこもり、虐待、精神疾患などさまざまな

問題を複合的に抱えていることが少なくありません。さまざまな要因に対し、相談支

援や生活支援に取り組み、経済的自立の見通しが立てられるよう包括的な支援を図り

ます。 

 

① 相談支援及び生活支援の充実 

様々な問題を抱えた生活困窮者に対して、適切な相談支援を行い、関係機関相互の

連携を推進します。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 

生活困窮者自立相

談支援事業、就労

準備支援事業、家

計相談支援事業

(家計改善支援事

業) 

生活困窮者の相談に応じ、自立に向けた助言や住居

確保給付金の支給、就労支援、家計管理の支援など

を実施します。 

社会福祉課 

２ 
生活保護に係る相

談等 

生活保護に係る相談や申請の受付、保護開始後の生

活の援助を行います。 
社会福祉課 

３ 就職支援セミナー 
ハローワーク草加と連携し、就職支援セミナー及び

就職面接会を開催します。 
商工観光課 

４ 
入学準備金・教育

資金貸付事業 

経済的な理由により入学金、授業料その他の修学に

要する費用の資金が調達困難な奨学生または保護

者と児童・生徒の保護者に対しての貸付を行い、等

しく教育を受ける機会を与え、有用な人材を育成し

ます。 

教育総務課 

５ 

要保護・準要保護

児童生徒学用品費

等援助費 

経済的な理由により就学困難な小・中学生の保護者

に対して、学用品費等の必要な費用を援助します。 
教育総務課 

 

  

取組みの方向性 
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重点施策３ 勤務者・経営者対策 

 

 

 

本市では、男性の30歳代～50歳代にかけての働き盛り・子育て世代の自殺者数が

多い状況にあります。有職か無職かを過去の５年間の累計でみると、有職の割合は

40.5％ですが、国・県と比較すると、その割合は本市が上回ります。 

自殺の原因となるパワーハラスメントや長時間労働など職場の環境改善の取組みに

加え、ストレスへの適切な対応のためのメンタルヘルス対策を推進します。 

 

① 労働問題の正しい知識の普及や意識啓発 

市内事業所に対し、働き方改革への働きかけやさまざまなハラスメントの防止に係

る啓発を行います。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
ワークライフバラ

ンスの推進 

市内事業所に対して、ワークライフバランスについ

て周知し、ワークライフバランスの推進を図りま

す。 

人権・男女 

共同参画課 

２ 労働セミナー 
労働問題に関する正しい知識の普及や意識啓発を

図ります。 
商工観光課 

○新

３ 
健康経営の実践 

市内企業へ健康経営の実践を働きかけ、長時間労働

の抑制などワークライフバランスの推進を図りま

す。 

商工観光課 

 

② 心身の健康づくりの推進 

勤労者・経営者に向けた心身の健康づくりに関する情報の発信や、各種健診の受診

勧奨等により、職場における心身の健康づくりの推進を図ります。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
各種健診の受診 

勧奨 

勤労者の健康づくりの一環として特定健診やがん

検診等の受診勧奨を行います。 

健康増進課 

国保年金課 

○新

２ 

メンタルヘルス対

策の推進 

職場におけるメンタルヘルス不調を防ぐためのセ

ルフケア等について、過労死等防止啓発月間等で周

知します。 

健康増進課 

○新

３ 
健康教育の実施 

健康教育や出前講座等により働く世代の心の健康

について健康教育を行います。 
健康増進課 

○新

４ 

 

精神保健福祉に関

する講座 

精神保健福祉に関心のある市民を対象に、うつ病、

統合失調症、ひきこもり、依存症等のこころの疾病

に関して、誰でも学べる精神保健福祉に関する講座

を実施します。 

健康増進課 

障がい福祉

課 

取組みの方向性 
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○新

５ 

 

産業保健サービス

の充実 

メンタルヘルスケアに関し、事業場を個別訪問し、

メンタルヘルス不調の未然防止から休業者の職場

復帰に至るまでのメンタルヘルス対策導入につい

て無料支援を行います。 

埼玉産業保

健総合支援

センター 

産業医など専門スタッフのいない、労働者数50人

未満の事業場に対し保健指導や健康相談などの産

業保健サービスを無料で行います。 

春日部地域

産業保健セ

ンター 

 

③相談窓口の周知と利用の啓発 

仕事や職場でのストレスを抱える労働者が相談できる窓口の周知を図ります。 

 事業・取組 取組内容 担当部署 

１ 
中小企業向け制度

融資事業 

市内中小企業の経営の安定を資金面から支援する

ため、「小口資金融資」、「商工業近代化資金融資」、

「不況対策融資」の融資あっせんを行い、利用者の

状況把握に努め、必要に応じて他の相談機関につな

げます。 

商工観光課 

２ 
工場移転資金利子

補給金 

市内の継続的な操業を支援するため、市内土地区画

整理事業区域、都市計画道路区域または住居系用途

地域にある工場を有する中小企業者が、適合用途地

域へ移転のために借り受けた対象の資金にかかる

利子の一部の補助を行い、相談者の状況把握に努

め、必要に応じて他の相談機関につなげます。 

商工観光課 

３ 
新規創業資金融資

利子補給金 

市内での新規創業者を支援するため、市内で新たに

事業を起すために借り受けた対象の資金に対する

利子の補助を行い、相談者の状況把握に努め、必要

に応じて他の相談機関につなげます。 

商工観光課 

４ 
労働団体事業補助

金 

労働者の地位の向上を図るために組織された労働

団体が行う事業に対し、補助金を交付し、相談者の

状況把握に努め、必要に応じて他の相談機関につな

げます。 

商工観光課 

５ 
中小企業退職金共

済掛金補助金 

市内中小企業に働く従業員の福祉の増進と雇用の

安定を図るため、新しく退職金共済に加入した事業

者に対し、補助金を交付します。 

商工観光課 

○新

６ 

労働・メンタルヘ

ルス相談窓口の周

知 

職場の人間関係や仕事上の悩みから生じるストレ

スの解消に向けて、産業カウンセラー等が対応する

相談窓口について、周知します。 

商工観光課 
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第６章 計画の推進 

１ 計画の周知・啓発 

本計画を推進していくために、市ホームページ等で公表するほか、関係機関等への

配布など、様々な機会を捉えて周知を図ります。 

 

２ 計画の推進体制 

自殺対策を推進するため、(仮称)自殺対策連絡協議会を中心に、行政、地域、関係

機関・団体が連携強化を図るとともに、自殺対策を総合的・効果的に推進できる体制

を整えます。 

 

３ 計画の進捗管理 

本計画の進捗管理については、PDCA サイクルを通じて、(仮称)自殺対策連絡協議

会において、自殺対策の実施状況や目標の達成状況を検証します。 

また、必要に応じて取組等の改善に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐｌａｎ  （計画）：目標の設定、目標達成に向けた事業の立案 

Ｄｏ    （実施）：計画に基づく事業の実施 

Ｃｈｅｃｋ （評価）：進捗確認、分析、考察、実績評価 

Ａｃｔｉｏｎ（改善）：分析、考察に基づく事業の見直し 

  

ＰＤＣＡサイクル

（計画）

（実施）

（評価）

（改善）
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資料編 

１ 計画策定の経過 

 

実施時期 内容 

令和６年 １月15日～

２月15日 

〇八潮市健康づくりに関するアンケート実施 

５月 〇庁議 

第２次八潮市いのち支える自殺対策計画の策定及び第２次八潮

市いのち支える自殺対策計画庁内検討委員会の設置について報告 

６月21日 〇第１回第２次八潮市いのち支える自殺対策計画庁内検討委員会 

（１）八潮市健康づくりに関するアンケート結果について報告 

（２）第２次八潮市いのち支える自殺対策計画素案について説明 

７月３日 〇第１回八潮市健康と福祉のまちづくり推進協議会 

（１）第２次八潮市いのち支える自殺対策計画の策定について諮

問 

（２）八潮市健康づくりに関するアンケート調査結果について報

告 

（３）八潮市いのち支える自殺対策計画最終評価について説明 

８月７日 〇第２回八潮市健康と福祉のまちづくり推進協議会 

第２次八潮市いのち支える自殺対策計画（案）の概要について

説明 
９月26日 〇第２回第２次八潮市いのち支える自殺対策計画庁内検討委員会 

第２次八潮市いのち支える自殺対策計画策定状況について報告 

10月９日 〇第３回八潮市健康と福祉のまちづくり推進協議会 

（１）第２次八潮市いのち支える自殺対策計画策定状況について

報告 

（２）答申（案）について 
10月24日 〇庁議 

（１）第２次八潮市いのち支える自殺対策計画策定状況について

報告 

（２）パブリックコメント実施について報告 

11月 〇議会説明 

 第２次八潮市いのち支える自殺対策計画策定状況について報告 
11月 日～ 

12月 日 

〇パブリックコメントの実施 

令和７年 １月23日 〇第３回第２次八潮市いのち支える自殺対策計画庁内検討委員会 

２月５日 〇第４回健康と福祉のまちづくり推進協議会 

（１）第２次八潮市いのち支える自殺対策計画について答申 
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 ２月20日 〇庁議 

（１）第２次八潮市いのち支える自殺対策計画について付議 

 ３月 〇第２次八潮市いのち支える自殺対策計画について市長決裁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



43 

２ 八潮市健康と福祉のまちづくり推進協議会 

昭和５７年４月１日 

規則第１８号 

八潮市健康と福祉のまちづくり推進協議会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、八潮市附属機関設置条例（昭和５７年条例第１５号）第３条の規定

に基づき、八潮市健康と福祉のまちづくり推進協議会（以下「協議会」という。）につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

 

（組織） 

第２条 協議会は、委員１２人以内をもって組織する。 

 

（委員） 

第３条 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１） 医師会を代表する者 

（２） 民生委員又は児童委員 

（３） 社会福祉協議会を代表する者 

（４） 健康、保健、福祉等に関する団体を代表する者 

（５） 知識経験を有する者 

（６） その他市長が必要と認める者 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選による。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会長は、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（関係者の出席） 

第７条 協議会は、必要があるときは、関係者の出席を求めて、意見を聞くことができる。 

 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、健康福祉部健康増進課において処理する。 

（委任） 
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第９条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会

に諮って定める。 

 

 

八潮市健康と福祉のまちづくり推進協議会委員名簿 

         

                        ◎会長 〇副会長 

所       属 氏   名 

医 師 会 
江
え

 口
ぐち

 武
たけ

 夫
お

 

◎古
ふる

 家
や

 真
しん

 一
いち

 

歯 科 医 師 会 〇沼
ぬま

 尾
お

 尚
ひさ

 也
や

 

民生委員･児童委員協議会 金
かな

 杉
すぎ

 光
みつ

 子
こ

 

社 会 福 祉 協 議 会 宮
みや

 本
もと

 敏
とし

 幸
ゆき

 

町会自治会連合会 大久保
お お く ぼ

 龍
たつ

 雄
お

 

薬 剤 師 会 村
むら

 木
き

 雅
まさ

 美
み

 

スポーツ推進委員協議会 遠
えん

 藤
どう

 好
よし

 則
のり

 

食生活改善推進会 北
きた

 嶋
じま

 初
はつ

 江
え

 

母 子 愛 育 会 五十嵐
い が ら し

 昌
まさ

 子
こ

 

知 識 経 験 者 
（草加保健所） 和久井

わ く い

 幸
さち

 枝
え

 

                    （順不同・敬称略） 

  



45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答申 
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３ 第２次八潮市いのち支える自殺対策計画庁内検討委員会 

 

第２次八潮市いのち支える自殺対策計画庁内検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 第２次八潮市いのち支える自殺対策計画（以下「自殺対策計画」という。）の策定

に関し必要な検討を行うため、第２次八潮市いのち支える自殺対策計画庁内検討

委員会（以下「庁内検討委員会」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条 庁内検討委員会は、自殺対策計画について調査審議する。 

 

（組織） 

第３条 庁内検討委員会は別表に掲げる職にある者をもって組織する。 

 

（委員長及び副委員長） 

第４条 庁内検討委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、健康福祉部副部長（健康増進課を所管するもの）の職にある者を、副委員

長は、健康増進課主幹の職にある者をもって充てる。 

３ 委員長は、会務を総理し、庁内検討委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職

務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 庁内検討委員会の会議は、委員長が招集し、委員長は、その議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、 

 意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 

（庶務） 

第６条 庁内検討委員会の庶務は、健康福祉部健康増進課において処理する。 

 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、庁内検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、市長決裁の日から施行する。 

２ この要綱は、自殺対策計画の策定の日限り、効力を失う。 
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別表（第３条関係） 

健康福祉部副部長（健康増進課を所管するもの） 健康増進課主幹  

企画経営課主幹 人権・男女共同参画課長 人事課長 納税課長 社会福祉

課長 長寿介護課長 障がい福祉課長 子育て支援課長 子ども家庭支援課

長 商工観光課長 社会教育課長 学務課長 小中一貫教育指導課長 
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４ 自殺対策基本法

（平成18年法律第85号） 

 最終改正：平成28年法律11号 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において

自殺による死亡者数が高い水準で推移し

ている状況にあり、誰も自殺に追い込まれ

ることのない社会の実現を目指して、これ

に対処していくことが重要な課題となっ

ていることに鑑み、自殺対策に関し、基本

理念を定め、及び国、地方公共団体等の責

務を明らかにするとともに、自殺対策の基

本となる事項を定めること等により、自殺

対策を総合的に推進して、自殺の防止を図

り、あわせて自殺者の親族等の支援の充実

を図り、もって国民が健康で生きがいを持

って暮らすことのできる社会の実現に寄

与することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 自殺対策は、生きることの包括的な

支援として、全ての人がかけがえのない個

人として尊重されるとともに、生きる力を

基礎として生きがいや希望を持って暮ら

すことができるよう、その妨げとなる諸要

因の解消に資するための支援とそれを支

えかつ促進するための環境の整備充実が

幅広くかつ適切に図られることを旨とし

て、実施されなければならない。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題として

のみ捉えられるべきものではなく、その背

景に様々な社会的な要因があることを踏

まえ、社会的な取組として実施されなけれ

ばならない。 

 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原

因及び背景を有するものであることを踏

まえ、単に精神保健的観点からのみならず、

自殺の実態に即して実施されるようにし

なければならない。 

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生

の危機への対応及び自殺が発生した後又

は自殺が未遂に終わった後の事後対応の

各段階に応じた効果的な施策として実施

されなければならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、

労働その他の関連施策との有機的な連携

が図られ、総合的に実施されなければなら

ない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次項におい

て「基本理念」という。）にのっとり、自

殺対策を総合的に策定し、及び実施する責

務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

自殺対策について、国と協力しつつ、当該

地域の状況に応じた施策を策定し、及び実

施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務

が十分に果たされるように必要な助言そ

の他の援助を行うものとする。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実

施する自殺対策に協力するとともに、その

雇用する労働者の心の健康の保持を図る

ため必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

（国民の責務） 

第五条 国民は、生きることの包括的な支援

としての自殺対策の重要性に関する理解

と関心を深めるよう努めるものとする。 

（国民の理解の増進） 

第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、

広報活動等を通じて、自殺対策に関する国

民の理解を深めるよう必要な措置を講ず

るものとする。 

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間） 

第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性

に関する理解と関心を深めるとともに、自

殺対策の総合的な推進に資するため、自殺

予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。 

２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六

日までとし、自殺対策強化月間は三月とす

る。 
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３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間に

おいては、啓発活動を広く展開するものと

し、それにふさわしい事業を実施するよう

努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月

間においては、自殺対策を集中的に展開す

るものとし、関係機関及び関係団体と相互

に連携協力を図りながら、相談事業その他

それにふさわしい事業を実施するよう努

めるものとする。 

（関係者の連携協力） 

第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業

主、学校（学校教育法（昭和二十二年法律

第二十六号）第一条に規定する学校をいい、

幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。

第十七条第一項及び第三項において同

じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団

体その他の関係者は、自殺対策の総合的か

つ効果的な推進のため、相互に連携を図り

ながら協力するものとする。 

（名誉及び生活の平穏への配慮） 

第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺

者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親

族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、

いやしくもこれらを不当に侵害すること

のないようにしなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、この法律の目的を達成する

ため、必要な法制上又は財政上の措置その

他の措置を講じなければならない。 

（年次報告） 

第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国に

おける自殺の概況及び講じた自殺対策に

関する報告書を提出しなければならない。 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺

対策計画等 

（自殺総合対策大綱） 

第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対

策の指針として、基本的かつ総合的な自殺

対策の大綱（次条及び第二十三条第二項第

一号において「自殺総合対策大綱」という。）

を定めなければならない。 

（都道府県自殺対策計画等） 

第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及

び地域の実情を勘案して、当該都道府県の

区域内における自殺対策についての計画

（次項及び次条において「都道府県自殺対

策計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府

県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案

して、当該市町村の区域内における自殺対

策についての計画（次条において「市町村

自殺対策計画」という。）を定めるものと

する。 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は

市町村自殺対策計画に基づいて当該地域

の状況に応じた自殺対策のために必要な

事業、その総合的かつ効果的な取組等を実

施する都道府県又は市町村に対し、当該事

業等の実施に要する経費に充てるため、推

進される自殺対策の内容その他の事項を

勘案して、厚生労働省令で定めるところに

より、予算の範囲内で、交付金を交付する

ことができる。 

第三章 基本的施策 

（調査研究等の推進及び体制の整備） 

第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策

の総合的かつ効果的な実施に資するため、

自殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等

の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺

対策の在り方、自殺対策の実施の状況等又

は心の健康の保持増進についての調査研

究及び検証並びにその成果の活用を推進

するとともに、自殺対策について、先進的

な取組に関する情報その他の情報の収集、

整理及び提供を行うものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効

率的かつ円滑な実施に資するための体制

の整備を行うものとする。 

（人材の確保等） 

第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専

修学校、関係団体等との連携協力を図りな

がら、自殺対策に係る人材の確保、養成及
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び資質の向上に必要な施策を講ずるもの

とする。 

（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推

進等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学

校、地域等における国民の心の健康の保持

に係る教育及び啓発の推進並びに相談体

制の整備、事業主、学校の教職員等に対す

る国民の心の健康の保持に関する研修の

機会の確保等必要な施策を講ずるものと

する。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大

学及び高等専門学校に係るものを講ずる

に当たっては、大学及び高等専門学校にお

ける教育の特性に配慮しなければならな

い。 

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒

等の保護者、地域住民その他の関係者との

連携を図りつつ、当該学校に在籍する児童、

生徒等に対し、各人がかけがえのない個人

として共に尊重し合いながら生きていく

ことについての意識の涵（かん）養等に資

する教育又は啓発、困難な事態、強い心理

的負担を受けた場合等における対処の仕

方を身に付ける等のための教育又は啓発

その他当該学校に在籍する児童、生徒等の

心の健康の保持に係る教育又は啓発を行

うよう努めるものとする。 

（医療提供体制の整備） 

第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康

の保持に支障を生じていることにより自

殺のおそれがある者に対し必要な医療が

早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患

を有する者が精神保健に関して学識経験

を有する医師（以下この条において「精神

科医」という。）の診療を受けやすい環境

の整備、良質かつ適切な精神医療が提供さ

れる体制の整備、身体の傷害又は疾病につ

いての診療の初期の段階における当該診

療を行う医師と精神科医との適切な連携

の確保、救急医療を行う医師と精神科医と

の適切な連携の確保、精神科医とその地域

において自殺対策に係る活動を行うその

他の心理、保健福祉等に関する専門家、民

間の団体等の関係者との円滑な連携の確

保等必要な施策を講ずるものとする。 

（自殺発生回避のための体制の整備等） 

第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をす

る危険性が高い者を早期に発見し、相談そ

の他の自殺の発生を回避するための適切

な対処を行う体制の整備及び充実に必要

な施策を講ずるものとする。 

（自殺未遂者等の支援） 

第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂

者が再び自殺を図ることのないよう、自殺

未遂者等への適切な支援を行うために必

要な施策を講ずるものとする。 

（自殺者の親族等の支援） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又

は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親

族等に及ぼす深刻な心理的影響が緩和さ

れるよう、当該親族等への適切な支援を行

うために必要な施策を講ずるものとする。 

（民間団体の活動の支援） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の

団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等の

支援等に関する活動を支援するため、助言、

財政上の措置その他の必要な施策を講ず

るものとする。 

第四章 自殺総合対策会議等 

（設置及び所掌事務） 

第二十三条 厚生労働省に、特別の機関とし

て、自殺総合対策会議（以下「会議」とい

う。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

二 自殺対策について必要な関係行政機関

相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に

関する重要事項について審議し、及び自殺

対策の実施を推進すること。 

（会議の組織等） 

第二十四条 会議は、会長及び委員をもって

組織する。 
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２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣の

うちから、厚生労働大臣の申出により、内

閣総理大臣が指定する者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、

厚生労働大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長

及び委員を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織

及び運営に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

（必要な組織の整備） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、政

府は、自殺対策を推進するにつき、必要な

組織の整備を図るものとする。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して

六月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。 

〔平成一八年一〇月政令三四三号により、平

成一八・一〇・二八から施行〕 

（内閣府設置法の一部改正） 

第二条 内閣府設置法（平成十一年法律第八

十九号）の一部を次のように改正する。 

  〔次のよう略〕 

附 則〔平成二七年九月一一日法律第六六号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日

から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二 （略） 

（自殺対策基本法の一部改正に伴う経過措

置） 

第六条 この法律の施行の際現に第二十七

条の規定による改正前の自殺対策基本法

第二十条第一項の規定により置かれてい

る自殺総合対策会議は、第二十七条の規定

による改正後の自殺対策基本法第二十条

第一項の規定により置かれる自殺総合対

策会議となり、同一性をもって存続するも

のとする。 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定める

もののほか、この法律の施行に関し必要な

経過措置は、政令で定める。 

附 則〔平成二八年三月三〇日法律第一一

号〕 

（施行期日） 

１ この法律は、平成二十八年四月一日から

施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。 

２ （略） 
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５ 自殺総合対策大綱

 （令和 4年 10月 14日閣議決定） 

 

第１ 自殺総合対策の基本理念 

＜誰も自殺に追い込まれることのない社会の実

現を目指す＞ 

平成18年10月に自殺対策基本法（以下「基本

法」という。）が施行されて以降、「個人の問題」

と認識されがちであった自殺は広く「社会の問題」

と認識されるようになり、国を挙げて自殺対策が

総合的に推進された結果、自殺者数は３万人台か

ら２万人台に減少するなど、着実に成果を上げて

きた。しかし、自殺者数は依然として毎年２万人

を超える水準で推移しており、さらに令和２年に

は新型コロナウイルス感染症拡大の影響等で自

殺の要因となり得る様々な問題が悪化したこと

などにより、総数は11年ぶりに前年を上回った。

特に、小中高生の自殺者数は、自殺者の総数が減

少傾向にある中においても、増加傾向となってお

り、令和２年には過去最多、令和３年には過去２

番目の水準になった。このように非常事態はいま

だ続いており、決して楽観できる状況にはない。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死である。

自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、

過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤独・

孤立などの様々な社会的要因があることが知ら

れている。このため、自殺対策は、社会における

「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」

を減らし、「生きることの促進要因（自殺に対す

る保護要因）」を増やすことを通じて、社会全体

の自殺リスクを低下させる方向で、「対人支援の

レベル」、「地域連携のレベル」、「社会制度のレベ

ル」のそれぞれのレベルにおいて強力に、かつそ

れらを総合的に推進するものとする。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死である

ことや、自殺対策の本質が生きることの支援にあ

ることを改めて確認し、「いのち支える自殺対策」

という理念を前面に打ち出して、「誰も自殺に追

い込まれることのない社会の実現」を目指す。 

 

第２ 自殺の現状と自殺総合対策における基本

認識 

＜自殺は、その多くが追い込まれた末の死である＞ 

自殺は、人が自ら命を絶つ瞬間的な行為として

だけでなく、人が命を絶たざるを得ない状況に追

い込まれるプロセスとして捉える必要がある。自

殺に至る心理は、様々な悩みが原因で心理的に追

い詰められ、自殺以外の選択肢が考えられない状

態に陥ることや、社会とのつながりの減少や生き

ていても役に立たないという役割喪失感から、ま

た、与えられた役割の大きさに対する過剰な負担

感から、危機的な状態にまで追い込まれてしまう

過程と捉えることができるからである。 

自殺行動に至った人の直前の心の健康状態を

見ると、大多数は、様々な悩みにより心理的に追

い詰められた結果、抑うつ状態にあったり、うつ

病、アルコール依存症等の精神疾患を発症してい

たりするなど、これらの影響により正常な判断を

行うことができない状態となっていることが明

らかになっている。 

このように、個人の自由な意思や選択の結果で

はなく、「自殺は、その多くが追い込まれた末の

死」ということができる。このことを社会全体で

認識するよう改めて徹底していく必要がある。 

 

＜年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態は

いまだ続いている＞ 

平成19年６月、政府は、基本法に基づき、政

府が推進すべき自殺対策の指針として自殺総合

対策大綱（以下「大綱」という。）を策定し、そ

の下で自殺対策を総合的に推進してきた。 

大綱に基づく政府の取組のみならず、地方公共

団体、関係団体、民間団体等による様々な取組の

結果、基本法が成立した平成18年とコロナ禍以

前の令和元年とで自殺者数を比較すると、男性は

38％減、女性は35％減となった。しかし、それ

でも非常事態はいまだ続いていると言わざるを

得ない。この間、男性、特に中高年男性が大きな

割合を占める状況は変わっていないが、先述した

とおり、令和２年には新型コロナウイルス感染症

拡大の影響等で自殺の要因となり得る 様々な問

題が悪化したことなどにより、特に女性や小中高

生の自殺者数が増え、総数は11年ぶりに前年を
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上回った。令和３年の総数は令和２年から減少し

たものの、女性の自殺者数は増加し、小中高生の

自殺者数は過去２番目の水準となった。さらに、

我が国の人口10万人当たりの自殺による死亡率

（以下「自殺死亡率」という。）はＧ７諸国の中

で最も高く、年間自殺者数も依然として２万人を

超えている。かけがえのない多くの命が日々、自

殺に追い込まれているのである。 

 

＜新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏ま

えた対策の推進＞ 

社会全体のつながりが希薄化している中で、新

型コロナウイルス感染症拡大により人との接触

機会が減り、それが長期化することで、人との関

わり合いや雇用形態を始めとした様々な変化が

生じている。その中で女性や子ども・若者の自殺

が増加し、また、自殺につながりかねない問題が

深刻化するなど、今後の影響も懸念される。しか

しながら、新型コロナウイルス感染症の影響は現

在も継続しており、その影響について確定的なこ

とは分かっていない。そこで引き続き、新型コロ

ナウイルス感染症拡大の自殺への影響について

情報収集・分析を行う必要がある。 

また、今回のコロナ禍において、様々な分野で

ＩＣＴが活用される状況となった。今回の経験を

生かし、今後、感染症の感染拡大が生じているか

否かを問わず、国及び地域において必要な自殺対

策を実施することができるよう、ＩＣＴの活用を

推進する。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大下では、

特に、自殺者数の増加が続いている女性を含め、

無業者、非正規雇用労働者、ひとり親や、フリー

ランスなど雇用関係によらない働き方の者に大

きな影響を与えていると考えられることや、不規

則な学校生活を強いられたり行事や部活動が中

止や延期となったりすることなどによる児童生

徒たちへの影響も踏まえて対策を講じる必要が

ある。 

さらに、新型コロナウイルス感染症罹患後の実

態把握を進める。 

 

＜地域レベルの実践的な取組をＰＤＣＡサイク

ルを通じて推進する＞ 

我が国の自殺対策が目指すのは「誰も自殺に追

い込まれることのない社会の実現」であり、基本

法にも、その目的は「国民が健康で生きがいを持

って暮らすことのできる社会の実現に寄与する

こと」とうたわれている。つまり、自殺対策を社

会づくり、地域づくりとして推進することとされ

ている。 

また、基本法では、都道府県及び市町村は、大

綱、地域の実情等を勘案して、地域自殺対策計画

を策定するものとされている。あわせて、国は、

地方公共団体による地域自殺対策計画の策定を

支援するため、自殺対策の総合的かつ効果的な実

施に資するための調査研究及びその成果の活用

等の推進に関する法律第４条の規定に基づき指

定される指定調査研究等法人（以下「指定調査研

究等法人」という。）において、都道府県及び市

町村を自殺の地域特性ごとに類型化し、それぞれ

の類型において実施すべき自殺対策事業をまと

めた政策パッケージを提供することに加えて、都

道府県及び市町村が実施した政策パッケージの

各自殺対策事業の成果等を分析し、分析結果を踏

まえてそれぞれの政策パッケージの改善を図る

ことで、より精度の高い政策パッケージを地方公

共団体に還元することとしている。 

自殺総合対策とは、このようにして国と地方公

共団体等が協力しながら、全国的なＰＤＣＡサイ

クルを通じて、自殺対策を常に進化させながら推

進していく取組である。 

 

第３ 自殺総合対策の基本方針 

１．生きることの包括的な支援として推進する 

＜社会全体の自殺リスクを低下させる＞ 

世界保健機関（以下「ＷＨＯ」という。）が「自

殺は、その多くが防ぐことのできる社会的な問題」

であると明言しているように、自殺は社会の努力

で避けることのできる死であるというのが、世界

の共通認識となっている。 

経済・生活問題、健康問題、家庭問題など、自

殺の背景・原因となる様々な要因のうち、失業、

倒産、多重債務、長時間労働等の社会的要因につ

いては、制度、慣行の見直しや相談・支援体制の
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整備という社会的な取組により解決が可能で あ

る。また、健康問題や家庭問題等の一見個人の問

題と思われる要因であっても、専門家への相談や

うつ病等の治療について社会的な支援の手を差

し伸べることにより解決できる場合もある。 

自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、

その多くが防ぐことができる社会的な問題であ

るとの基本認識の下、自殺対策を、生きることの

包括的な支援として、社会全体の自殺リスクを低

下させるとともに、一人ひとりの生活を守るとい

う姿勢で展開するものとする。 

この考え方は、「誰一人取り残さない」持続可

能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目

標であるＳＤＧｓの理念と合致するものである

ことから、自殺対策は、ＳＤＧｓの達成に向けた

政策としての意義も持ち合わせるものである。 

 

＜生きることの阻害要因を減らし、促進要因を増

やす＞ 

個人においても社会においても、「生きること

の促進要因（自殺に対する保護要因）」より「生

きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」が上

回ったときに自殺リスクが高くなる。裏を返せば、

「生きることの阻害要因」となる失業や多重債務、

生活苦等を同じように抱えていても、全ての人や

社会の自殺リスクが同様に高まるわけではない。

「生きることの促進要因」となる自己肯定感や信

頼できる人間関係、危機回避能力等と比較して、

阻害要因が上回れば自殺リスクは高くなり、一方

で、促進要因が「生きることの阻害要因」を上回

れば自殺リスクは高まらない。 

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」

を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」

を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リ

スクを低下させる方向で、生きることの包括的な

支援として推進する必要がある。 

 

２．関連施策との有機的な連携を強化して総合的

に取り組む 

＜様々な分野の生きる支援との連携を強化する＞ 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係

の問題のほか、地域・職場のあり方の変化など

様々な要因とその人の性格傾向、家族の状況、死

生観などが複雑に関係しており、自殺に追い込ま

れようとしている人が安心して生きられるよう

にして自殺を防ぐためには、精神保健的な視点だ

けでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取

組が重要である。また、このような包括的な取組

を実施するためには、様々な分野の施策、人々や

組織が密接に連携する必要がある。 

例えば、自殺の危険性の高い人や自殺未遂者の

相談、治療に当たる保健・医療機関においては、

心の悩みの原因となる社会的要因に対する取組

も求められることから、問題に対応した相談窓口

を紹介できるようにする必要がある。また、経

済・生活問題の相談窓口担当者も、自殺の危険を

示すサインやその対応方法、支援が受けられる外

部の保健・医療機関など自殺予防の基礎知識を有

していることが求められる。 

こうした連携の取組は現場の実践的な活動を

通じて徐々に広がりつつあり、また、自殺の要因

となり得る生活困窮、孤独・孤立、児童虐待、性

暴力被害、ひきこもり、性的マイノリティ等、関

連の分野においても同様の連携の取組が展開さ

れている。今後、連携の効果を更に高めるため、

そうした様々な分野の生きる支援にあたる人々

がそれぞれ自殺対策の一翼を担っているという

意識を共有することが重要である。 

 

＜地域共生社会の実現に向けた取組や生活困窮

者自立支援制度などとの連携＞ 

制度の狭間にある人、複合的な課題を抱え自ら

相談に行くことが困難な人な どを地域において

早期に発見し、確実に支援していくため、属性を

問わない相談支援、参加支援及び地域づくりに向

けた支援を一体的に行う「重層的支援体制整備事

業」の実施など、地域共生社会の実現に向けた取

組を始めとした各種施策との連携を図る。 

地域共生社会の実現に向けた施策は、市町村で

の包括的な支援体制の整備を図ること、住民も参

加する地域づくりとして展開すること、状態が深

刻化する前の早期発見や複合的課題に対応する

ための関係機関のネットワークづくりが重要で

あることなど、自殺対策と共通する部分が多くあ
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り、両施策を一体的に行うことが重要である。 

加えて、こうした支援のあり方は生活困窮者自

立支援制度においても共通する部分が多く、自殺

の背景ともなる生活困窮に対してしっかりと対

応していくためには、自殺対策の相談窓口で把握

した生活困窮者を自立相談支援の窓口につなぐ

ことや、自立相談支援の窓口で把握した自殺の危

険性の高い人に対して、自殺対策の相談窓口と協

働して、適切な支援を行うなどの取組を引き続き

進めることなど、生活困窮者自立支援制度も含め

て一体的に取り組み、効果的かつ効率的に施策を

展開していくことが重要である。 

 

＜精神保健医療福祉施策との連携＞ 

自殺の危険性の高い人を早期に発見し、確実に

精神科医療につなげられるよう、かかりつけ医、

精神科医等が、地方公共団体と連携しながら多職

種で継続して支援する取組に併せて、自殺の危険

性を高めた背景にある経済・生活の問題、福祉の

問題、家族の問題など様々な問題に包括的かつ継

続的に対応するため、精神科医療、保健、福祉等

の各施策の連動性を高めて、誰もが適切な精神保

健医療福祉サービスを受けられるようにする。 

また、施策の連動性を高めるため、精神保健福

祉士等の専門職を、医療機関等に配置するなどの

社会的な仕組みを整えていく。 

 

＜孤独・孤立対策との連携＞ 

令和３年12月28日に「孤独・孤立対策の重点

計画」が取りまとまり、その中で、「孤独・孤立

は、当事者個人の問題ではなく、社会環境の変化

により当事者が孤独・孤立を感じざるを得ない状

況に至ったものである。孤独・孤立は当事者の自

助努力に委ねられるべき問題ではなく、現に当事

者が悩みを家族や知人に相談できない場合があ

ることも踏まえると、孤独・孤立は社会全体で対

応しなければならない問題である。」と自殺の問

題と同様の認識が示された。孤独・孤立の問題を

抱える当事者やその家族に対する支援を行って

いくことは、自殺予防につながるものである。さ

らには、孤独・孤立対策は、行政と民間団体、地

域資源との連携など、自殺対策とも共通する。こ

のことから、孤独・孤立対策とも連携を図ってい

く必要がある。 

 

＜こども家庭庁との連携＞ 

子どもの自殺者数が増加傾向を示しており、そ

の自殺対策を強力に推進することが必要である。

子どもの自殺対策を推進するには、関係府省や地

方自治体、民間団体等との緊密な連携が不可欠で

ある。そのような中、子どもまんなか社会の実現

に向けて、常に子どもの視点に立って、子ども政

策に強力かつ専一に取り組む組織として、こども

家庭庁の設立が令和５年４月１日に予定されて

いることから、こども家庭庁とも連携を図ってい

く必要がある。 

 

３．対応の段階に応じてレベルごとの対策を効果

的に連動させる 

＜対人支援・地域連携・社会制度のレベルごとの

対策を連動させる＞ 

自殺対策に係る個別の施策は、以下の３つのレ

ベルに分けて考え、これらを有機的に連動させる

ことで、総合的に推進するものとする。 

１）個々人の問題解決に取り組む相談支援を行う

「対人支援のレベル」 

２）問題を複合的に抱える人に対して包括的な支

援を行うための関係機関等による実務連携な

どの「地域連携のレベル」 

３）法律、大綱、計画等の枠組みの整備や修正に

関わる「社会制度のレベル」 

 

＜事前対応・自殺発生の危機対応・事後対応の段

階ごとに効果的な施策を講じる＞ 

また、前項の自殺対策に係る３つのレベルの個

別の施策は、 

１）事前対応：心身の健康の保持増進についての

取組、自殺や精神疾患等についての正しい知識

の普及啓発等自殺の危険性が低い段階で対応

を行うこと、 

２）自殺発生の危機対応：現に起こりつつある自

殺発生の危険に介入し、自殺を発生させないこ

と、 

３）事後対応：自殺や自殺未遂が生じた場合に家
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族や職場の同僚等に与える影響を最小限とし、

新たな自殺を発生させないこと、そして発生当

初から継続的に遺族等にも支援を行うこと、 

の段階ごとに効果的な施策を講じる必要がある。 

 

＜自殺の事前対応の更に前段階での取組を推進

する＞ 

地域の相談機関や抱えた問題の解決策を知ら

ないがゆえに支援を得ることができず自殺に追

い込まれる人が少なくないことから、学校におい

て、命や暮らしの危機に直面したとき、誰にどう

やって助けを求めればよいかの具体的かつ実践

的な方法を学ぶと同時に、辛いときや苦しいとき

には助けを求めてもよいということを学ぶ教育

（ＳＯＳの出し方に関する教育）を推進する。問

題の整理や対処方法を身に付けることができれ

ば、それが「生きることの促進要因（自殺に対す

る保護要因）」となり、学校で直面する問題や、

その後の社会人として直面する問題にも対処す

る力、ライフスキルを身に付けることにもつなが

ると考えられる。 

また、ＳＯＳの出し方に関する教育と併せて、

孤立を防ぐための居場所づくり等を推進してい

く。 

 

４．実践と啓発を両輪として推進する 

＜自殺は「誰にでも起こり得る危機」という認識

を醸成する＞ 

令和３年８月に厚生労働省が実施した意識調

査によると、国民のおよそ10人に１人が「最近

１年以内に自殺を考えたことがある」と回答して

いるなど、これらがコロナ禍での結果であること

を考慮しても、自殺の問題は一部の人や地域の問

題ではなく、国民誰もが当事者となり得る重大な

問題となっている。 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起

こり得る危機」であるが、危機に陥った人の心情

や背景が理解されにくい現実があり、そうした心

情や背景への理解を深めることも含めて、危機に

陥った場合には誰かに援助を求めることが適当

であるということが、社会全体の共通認識となる

ように、引き続き積極的に普及啓発を行う。 

 

＜自殺や精神疾患に対する偏見をなくす取組を

推進する＞ 

我が国では精神疾患や精神科医療に対する偏

見が強いことから、精神科を受診することに心理

的な抵抗を感じる人は少なくない。特に、自殺者

が多い中高年男性は、心の問題を抱えやすい上、

相談することへの心理的な抵抗から問題が深刻

化しがちと言われている。 

他方、死にたいと考えている人も、心の中では

「生きたい」という気持ちとの間で激しく揺れ動

いており、不眠、原因不明の体調不良など自殺の

危険を示すサインを発していることが多い。 

全ての国民が、身近にいるかもしれない自殺を

考えている人のサインに早く気付き、精神科医等

の専門家につなぎ、その指導を受けながら見守っ

ていけるよう、広報活動、教育活動等に取り組ん

でいく。精神疾患においては、世界メンタルヘル

スデー（10月10日）での広報活動等を通じて、

普及啓発を図るとともに、メンタルヘルスへの理

解促進を目指す。 

また、自殺に対する誤った認識や偏見によって、

遺族等が悩みや苦しさを打ち明けづらい状況が

作られているだけでなく、支援者等による遺族等

への支援の妨げにもなっていることから、遺族等

支援としても、自殺に対する偏見を払拭し正しい

理解を促進する啓発活動に取り組んでいく。 

 

＜マスメディア等の自主的な取組への期待＞ 

また、マスメディア等による自殺報道では、事

実関係に併せて自殺の危険を示すサインやその

対応方法等自殺予防に有用な情報を提供するこ

とにより大きな効果が得られる一方で、自殺手段

の詳細な報道、短期集中的な報道は他の自殺を誘

発する危険性があることが、自殺報道に関するガ

イドライン等で指摘されている。加えて、ニュー

スサイトやＳＮＳ、トレンドブログ等を通じて自

殺報道がより急速に拡散されることなどにより、

そうした危険性が更に高まることが懸念される。 

このため、自殺報道に関するガイドライン等を

踏まえた報道及びその扱いについて、報道機関や

ニュースサイト、ＳＮＳ等事業者に対して要請を



57 

行ってきた。徐々に浸透してきているが、依然と

して、一部の報道において、自殺報道に関するガ

イドライン等に沿わない報道が見受けられた。国

民の知る権利や報道の自由も勘案しつつ、適切な

自殺報道が行われるよう、また自殺報道がＳＮＳ

等を通じて過度に拡散されることを防ぐことが

できるよう、政府は引き続き、自殺報道に関する

ガイドライン等を遵守した報道等が行われるよ

う要請を行うとともに、マスメディア等による自

主的な取組が推進されることを期待する。 

 

５．国、地方公共団体、関係団体、民間団体、企

業及び国民の役割を明確化し、その連携・協働を

推進する 

我が国の自殺対策が最大限その効果を発揮し

て「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を

実現するためには、国、地方公共団体、関係団体、

民間団体、企業、国民等が連携・協働して国を挙

げて自殺対策を総合的に推進することが必要で

ある。そのため、それぞれの主体が果たすべき役

割を明確化、共有した上で、相互の連携・協働の

仕組みを構築することが重要である。 

地域においては、地方公共団体、民間団体の相

談窓口及び相談者の抱える課題に対応する制度

や事業を担う支援機関（地域自殺対策推進センタ

ー、精神保健福祉センター、保健所等）とのネッ

トワーク化を推進し、当該ネットワークを活用し

た必要な情報の共有が可能となる地域プラット

フォームづくりを支援する。 

また、そうした地域プラットフォームが相互に

協力するための地域横断的なネットワークづく

りを推進する。 

自殺総合対策における国、地方公共団体、関係

団体、民間団体、企業及び国民の果たすべき役割

は以下のように考えられる。 

 

＜国＞ 

自殺対策を総合的に策定し、実施する責務を有

する国は、各主体が自殺対策を推進するために必

要な基盤の整備や支援、関連する制度や施策にお

ける自殺対策の推進、国自らが全国を対象に実施

することが効果的・効率的な施策や事業の実施等

を行う。また、各主体が緊密に連携・協働するた

めの仕組みの構築や運用を行う。 

国は、指定調査研究等法人において、全ての都

道府県及び市町村が地域自殺対策計画に基づき

それぞれの地域の特性に応じた自殺対策を推進

するための支援を行うなどして、国と地方公共団

体が協力しながら、全国的なＰＤＣＡサイクルを

通じて、自殺対策を常に進化させながら推進する

責務を有する。 

 

＜地方公共団体＞ 

地域の状況に応じた施策を策定し、実施する責

務を有する地方公共団体は、大綱、地域の実情等

を勘案して、地域自殺対策計画を策定する。国民

一人ひとりの身近な行政主体として、国と連携し

つつ、地域における各主体の緊密な連携・協働に

努めながら自殺対策を推進する。 

都道府県や政令指定都市に設置する地域自殺

対策推進センターは、いわば管内のエリアマネー

ジャーとして、指定調査研究等法人から分析デー

タ等の迅速かつ的確な提供等の支援を受けつつ、

管内の市町村の地域自殺対策計画の策定・進捗管

理・検証等への支援を行う。また、自殺対策と他

の施策等とのコーディネート役を担う自殺対策

の専任職員を配置したり専任部署を設置したり

するなどして、自殺対策を地域づくりとして総合

的に推進することが期待される。 

 

＜関係団体＞ 

保健、医療、福祉、教育、労働、法律その他の

自殺対策に関係する専門職の職能団体や大学・学

術団体、自殺対策に直接関係はしないがその活動

内容が自殺対策に寄与し得る業界団体等の関係

団体は、国を挙げて自殺対策に取り組むことの重

要性に鑑み、それぞれの活動内容の特性等に応じ

て積極的に自殺対策に参画する。 

また、報道機関やニュースサイト、ＳＮＳ等事

業者は、自らが行う報道や報道の扱いが人々に与

える影響の大きさを改めて認識し、自殺報道に関

するガイドライン等の趣旨を踏まえた報道等を

行うことにより、自殺対策を推進することが期待

される。 
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＜民間団体＞ 

地域で活動する民間団体は、自殺防止を直接目

的とする活動のみならず、保健、医療、福祉、教

育、人権、労働、法律その他の関連する分野での

活動もひいては自殺対策に寄与し得るというこ

とを理解して、他の主体との連携・協働の下、国、

地方公共団体等からの支援も得ながら、積極的に

自殺対策に参画する。 

 

＜企業＞ 

企業は、労働者を雇用し経済活動を営む社会的

存在として、その雇用する労働者の心の健康の保

持及び生命身体の安全の確保を図ることなどに

より自殺対策において重要な役割を果たせるこ

と、ストレス関連疾患や勤務問題による自殺は、

本人やその家族にとって計り知れない苦痛であ

るだけでなく、結果として、企業の活力や生産性

の低下をもたらすことを認識し、積極的に自殺対

策に参画する。 

 

＜国民＞ 

国民は、自殺の状況や生きることの包括的な支

援としての自殺対策の重要性に対する理解と関

心を深めるとともに、自殺に追い込まれるという

危機は「誰にでも起こり得る危機」であって、そ

の場合には誰かに援助を求めることが適当であ

るということを理解し、また、危機に陥った人の

心情や背景が理解されにくい現実も踏まえ、そう

した心情や背景への理解を深めるよう努めつつ、

自らの心の不調や周りの人の心の不調に気づき、

適切に対処することができるようにする。 

自殺が社会全体の問題であり我が事であるこ

とを認識し、「誰も自殺に追い込まれることのな

い社会の実現」のため、主体的に自殺対策に取り

組む。 

 

６．自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する 

基本法第９条において、自殺者及び自殺未遂者

並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の平

穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害

することのないようにしなければならないと定

められていることを踏まえ、国、地方公共団体、

民間団体等の自殺対策に関わる者は、このことを

改めて認識して自殺対策に取り組む。 

 

第４ 自殺総合対策における当面の重点施策 

「第２ 自殺の現状と自殺総合対策における

基本認識」及び「第３ 自殺総合対策の基本方針」

を踏まえ、当面、特に集中的に取り組まなければ

ならない施策として、基本法の改正の趣旨、８つ

の基本的施策及び我が国の自殺を巡る現状を踏

まえて更なる取組が求められる施策等に沿って、

以下の施策を設定する。 

なお、今後の調査研究の成果等により新たに必

要となる施策については、逐次実施することとす

る。 

また、以下の当面の重点施策はあくまでも国が

当面、集中的に取り組まなければならない施策で

あって、地方公共団体においてもこれらに網羅的

に取り組む必要があるということではない。地方

公共団体においては、地域における自殺の実態、

地域の実情に応じて必要な重点施策を優先的に

推進すべきである。 

 

１．地域レベルの実践的な取組への支援を強化す

る 

基本法により、都道府県及び市町村は、大綱、

地域の実情等を勘案して、地域自殺対策計画を策

定するものとされている。あわせて、国は、地方

公共団体が当該地域の状況に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を果たすために必要な助言

その他の援助を行うものとされていることを踏

まえて、国は地方公共団体に対して地域自殺実態

プロファイルや地域自殺対策の政策パッケージ

等を提供するなどして、地域レベルの実践的な取

組への支援を強化する。 

 

（１）地域自殺実態プロファイルの作成 

国は、指定調査研究等法人において、全ての都

道府県及び市町村それぞれの自殺の実態を分析

した自殺実態プロファイルを作成し、地方公共団

体の地域自殺対策計画の策定・見直しを支援する。

【厚生労働省】 
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（２）地域自殺対策の政策パッケージの作成 

国は、指定調査研究等法人において、地域特性

を考慮したきめ細かな対策を盛り込んだ地域自

殺対策の政策パッケージを作成し、地方公共団体

の地域自殺対策計画の策定・見直しを支援する。

【厚生労働省】 

 

（３）地域自殺対策計画の策定・見直し等の支援 

国は、地域自殺実態プロファイルや地域自殺対

策の政策パッケージの提供、地域自殺対策計画策

定ガイドラインの策定等により、地域自殺対策計

画の策定・見直しを支援する。【厚生労働省】 

 

（４）地域自殺対策計画策定ガイドラインの策定 

国は、地域自殺対策計画の円滑な策定に資する

よう、地域自殺対策計画策定ガイドラインを策定

する。【厚生労働省】 

 

（５）地域自殺対策推進センターへの支援 

国は、都道府県や政令指定都市に設置する地域

自殺対策推進センターが、管内の市町村の自殺対

策計画の策定・進捗管理・検証等への支援を行う

ことができるよう、指定調査研究等法人による研

修等を通じて地域自殺対策推進センターを支援

する。また、地域自殺対策推進センターが地域自

殺対策の牽引役として自殺対策を進められるよ

う、地域自殺対策推進センター長の設置及び全国

の地域自殺対策推進センター長による会議の開

催に向けた支援を行う。【厚生労働省】 

 

（６）自殺対策の専任職員の配置・専任部署の設

置の促進 

国は、地方公共団体が自殺対策と他の施策等と

のコーディネート役を担う自殺対策の専任職員

を配置したり専任部署を設置したりするなどし

て、自殺対策を地域づくりとして総合的に推進す

ることを促す。【厚生労働省】 

 

２．国民一人ひとりの気付きと見守りを促す 

平成28年４月、基本法の改正により、その基

本理念において、自殺対策が「生きることの包括

的な支援」として実施されるべきことが明記され

るとともに、こうした自殺対策の趣旨について国

民の理解と関心を深めるため、国民の責務の規定

も改正された。また、国及び地方公共団体として

も、自殺対策に関する国民の理解を深めるよう必

要な措置を講ずることが必要であることから、自

殺予防週間及び自殺対策強化月間について規定

されている。 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起

こり得る危機」であるが、危機に陥った人の心情

や背景が理解されにくい現実があり、そうした心

情や背景への理解を深めることも含めて、自殺の

問題は一部の人や地域だけの問題ではなく、国民

誰もが当事者となり得る重大な問題であること

について国民の理解の促進を図る必要がある。 

また、自殺に対する誤った認識や偏見を払拭し、

命や暮らしの危機に陥った場合には誰かに援助

を求めることが適当であるということの理解を

促進することを通じて、自分の周りにいるかもし

れない自殺を考えている人の存在に気付き、思い

に寄り添い、声を掛け、話を聞き、必要に応じて

専門家につなぎ、見守っていくという自殺対策に

おける国民一人ひとりの役割等についての意識

が共有されるよう、教育活動、広報活動等を通じ

た啓発事業を展開する。 

 

（１）自殺予防週間と自殺対策強化月間の実施 

基本法第７条に規定する自殺予防週間（９月

10日から16日まで）及び自殺対策強化月間（３

月）において、国、地方公共団体、関係団体、民

間団体等が連携して「いのち支える自殺対策」と

いう理念を前面に打ち出し、「自殺は、その多く

が追い込まれた末の死である」「自殺対策とは、

生きることの包括的支援である」という認識の浸

透も含めて啓発活動を推進する。あわせて、啓発

活動によって援助を求めるに至った悩みを抱え

た人が必要な支援を受けられるよう、支援策を重

点的に実施する。また、自殺予防週間や自殺対策

強化月間について、国民の約３人に２人以上が聞

いたことがあるようにすることを目指す。【厚生

労働省、関係府省】 

 



60 

（２）児童生徒の自殺対策に資する教育の実施 

学校において、体験活動、地域の高齢者等との

世代間交流及び心理・福祉の専門家や自殺対策に

資する取組を行う関係団体との連携などを通し

た児童生徒が命の大切さ・尊さを実感できる教育

や、ＳＯＳの出し方に関する定期的な教育を含め

た社会において直面する可能性のある様々な困

難・ストレスへの対処方法を身に付けるための教

育、精神疾患への正しい理解や適切な対応を含め

た心の健康の保持に係る教育を更に推進すると

ともに、自尊感情や自己有用感が得られ、児童生

徒の生きることの促進要因を増やすことを通じ

て自殺対策に資する教育の実施に向けた環境づ

くりを進める。【文部科学省】 

児童生徒の自殺は、長期休業明け前後に多い傾

向があることから、長期休業前から長期休業期間

中、長期休業明けの時期にかけて、児童生徒向け

の自殺予防の取組に関する周知徹底の強化を実

施したり、ＧＩＧＡスクール構想で配布されてい

るＰＣやタブレット端末の活用等による自殺リ

スクの把握やプッシュ型の支援情報の発信を推

進したりするなど、小学校、中学校、高等学校等

における早期発見・見守り等の取組を推進する。

【文部科学省】 

さらに、メディアリテラシー教育とともに、情

報モラル教育を推進する。【内閣府、総務省、文

部科学省、消費者庁】 

 

（３）自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識

の普及 

「自殺は、その多くが追い込まれた末の死であ

る」「自殺対策とは、生きることの包括的支援で

ある」という認識を浸透させることや、自殺や自

殺関連事象に関する誤った社会通念から脱却し

国民一人ひとりの危機遭遇時の対応能力（援助希

求技術）を高めるため、インターネット（スマー

トフォン、携帯電話等を含む。）を積極的に活用

して正しい知識の普及を推進する。【厚生労働省】 

また、自殺念慮の割合等が高いことが指摘され

ている性的マイノリティについて、無理解や偏見

等がその背景にある社会的要因の一つであると

捉えて、理解促進の取組を推進する。【法務省、

文部科学省、厚生労働省、関係府省】 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死である

が、その一方で、中には、病気などにより衝動的

に自殺で亡くなる人がいることも、併せて周知す

る。【厚生労働省】 

ゲートキーパーの養成を通じて、自殺や自殺対

策に関する正しい理解促進の取組を推進する。

【厚生労働省】 

（４）うつ病等についての普及啓発の推進 

ライフステージ別の抑うつ状態やうつ病等の

精神疾患に対する正しい知識の普及・啓発、心の

サポーターの養成を通じたメンタルヘルスの正

しい知識の普及を行うことにより、早期休息・早

期相談・早期受診を促進する。【厚生労働省】 

 

３．自殺総合対策の推進に資する調査研究等を推

進する 

自殺者や遺族のプライバシーに配慮しつつ、自

殺総合対策の推進に資する調査研究等を疫学的

研究や科学的研究も含め多角的に実施するとと

もに、その結果を自殺対策の実務的な視点からも

検証し、検証による成果等を速やかに地域自殺対

策の実践に還元する。 

 

（１）自殺の実態や自殺対策の実施状況等に関す

る調査研究及び検証 

社会的要因を含む自殺の原因・背景、自殺に至

る経過を多角的に把握し、保健、医療、福祉、教

育、労働等の領域における個別的対応や制度の改

善を充実させるための調査や、自殺未遂者を含む

自殺念慮者の地域における継続的支援に関する

調査等を実施する。【厚生労働省】 

指定調査研究等法人においては、自殺対策全体

のＰＤＣＡサイクルの各段階の政策過程に必要

な調査及び働きかけを通じて、自殺対策を実践す

るとともに、必要なデータや科学的エビデンスの

収集のため、研究のグランドデザインに基づき

「革新的自殺研究推進プログラム」を推進する。

【厚生労働省】 

また、地方公共団体、関係団体、民間団体等が

実施する自殺の実態解明のための調査の結果等

を施策に生かせるよう、情報の集約、提供等を進
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める。さらに、相談機関等に集約される情報も、

実態解明や対策検討・実施に当たり重要なものと

なることから、相談機関等の意向も十分踏まえな

がら、集約し、活用することを検討する。【厚生

労働省】 

 

（２）調査研究及び検証による成果の活用 

国、地方公共団体等における自殺対策の企画、

立案に資するため、指定調査研究等法人における

自殺の実態、自殺に関する内外の調査研究等自殺

対策に関する情報の収集・整理・分析の結果を速

やかに活用する。【厚生労働省】 

 

（３）先進的な取組に関する情報の収集、整理及

び提供 

地方公共団体が自殺の実態、地域の実情に応じ

た対策を企画、立案、実施できるよう、指定調査

研究等法人における、自殺実態プロファイルや地

域自殺対策の政策パッケージ等の必要な情報の

提供（地方公共団体の規模等、特徴別の先進事例

の提供を含む。）を推進する。【厚生労働省】 

 

（４）子ども・若者及び女性等の自殺等について

の調査 

学校において、児童生徒等の自殺又は自殺の疑

いのある事案について、学校が持つ情報の整理等

の基本調査を行い、自殺の背景に学校生活に関係

する要素があると考えられる場合や、遺族の要望

がある場合等には、学校又は学校の設置者が再発

防止を検討するための第三者を主体としたより

詳細な調査を行う。【文部科学省】 

さらに、国においては、詳細な調査の結果を収

集し、児童生徒等の自殺の特徴や傾向、背景や経

緯等を分析しながら、児童生徒等の自殺を防ぐ方

策の検討を行う。【文部科学省、厚生労働省】 

若年層及び女性等の自殺対策が課題となって

いることを踏まえ、若者、女性及び性的マイノリ

ティの自殺や生きづらさに関する支援一体型の

調査を支援する。【厚生労働省、内閣府、文部科

学省】 

 

（５）コロナ禍における自殺等についての調査 

令和２年は、新型コロナウイルス感染症拡大の

影響等で自殺の要因となり得る様々な問題が悪

化したことなどにより、「子ども」や「若年女性」

等の自殺が急増し、自殺者数の総数が11年ぶり

に前年を上回った。背景の要因としては、社会生

活の変化や、過度に繰り返したり、センセーショ

ナルな見出しを付けたりといった自殺報道の影

響、配偶者からの暴力（ＤＶ）、育児、介護疲れ、

雇用問題といった自殺につながりかねない問題

の深刻化等が考えられるが、引き続き、情報の収

集・整理・分析を進める。【厚生労働省、内閣府、

文部科学省】 

 

（６）死因究明制度との連動における自殺の実態

解明 

社会的要因を含む自殺の原因・背景、自殺に至

る経過等、自殺の実態の多角的な把握に当たって

は、「死因究明等推進計画」（令和３年６月１日閣

議決定）に基づく、死因究明により得られた情報

の活用推進を含む死因究明等推進施策との連動

性を強化する。【厚生労働省】 

地域自殺対策推進センターにおける、「死因究

明等推進計画」に基づき都道府県に設置される死

因究明等推進地方協議会、保健所等との地域の状

況に応じた連携、統計法第33条の規定に基づく

死亡小票の精査・分析、地域の自殺の実態把握へ

の活用を推進する。【厚生労働省】 

「予防可能な子どもの死亡を減らすことを目

的とした予防のための子どもの死亡検証（Child 

Death Review;ＣＤＲ）」については、令和２

年度からモデル事業を実施しており、地方公共団

体においては子どもの自殺例も検証対象として

いるところ、モデル事業により具体的な事例を積

み上げ、課題等を踏まえて体制整備に向けた検討

を進めていく。【厚生労働省】 

 

（７）うつ病等の精神疾患の病態解明、治療法の

開発及び地域の継続的ケアシステムの開発につ

ながる学際的研究 

自殺対策を推進する上で必要なうつ病等の精

神疾患の病態解明や治療法の開発を進めるとと

もに、うつ病等の患者が地域において継続的にケ
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アが受けられるようなシステムの開発につなが

る学際的研究を推進し、その結果について普及を

図る。【厚生労働省】 

 

（８）既存資料の利活用の促進 

警察や消防、学校や教育委員会等が保有する自

殺統計及びその関連資料を始め関係機関が保有

する資料について、地域自殺対策の推進に生かせ

るようにするため情報を集約し、提供を推進する。

【警察庁、総務省、文部科学省、厚生労働省】 

国、地方公共団体等における根拠に基づく自殺

対策の企画、立案に資するため、指定調査研究等

法人における自殺の実態、自殺に関する内外の調

査研究等とと もに、自殺対策に資する既存の政

府統計ミクロデータ、機密性の高い行政記録情報

を安全に集積・整理・分析するオンサイト施設を

形成し、分析結果の政策部局・地方公共団体への

提供を推進するとともに、地域における自殺の実

態、地域の実情に応じた取組が進められるよう、

地方公共団体や地域民間団体が保有する関連デ

ータの収集とその分析結果の提供やその利活用

の支援、地域における先進的な取組の全国への普

及等を推進する。【総務省、厚生労働省】 

 

（９）海外への情報発信の強化を通じた国際協力

の推進 

日本においては、国を挙げて自殺対策が総合的

に推進された結果、自殺者数が ３万人台から２

万人台に減少したところであり、こうした日本に

おける取組について国際的に発信し、国際的な自

殺対策の推進への貢献を行う。【厚生労働省】 

 

４．自殺対策に関わる人材の確保、養成及び資質

の向上を図る 

自殺対策の専門家として直接的に自殺対策に

関わる人材の確保、養成、資質の向上を図ること

はもちろん、様々な分野において生きることの包

括的な支援に関わっている専門家や支援者等を

自殺対策に関わる人材として確保、養成すること

が重要となっていることを踏まえて、幅広い分野

で自殺対策教育や研修等を実施する。また、自殺

や自殺関連事象に関する正しい知識を普及した

り、自殺の危険を示すサインに気付き、声を掛け、

話を聞き、必要に応じて専門家につなぎ、見守っ

たりする、「ゲートキーパー」の役割を担う人材

等を養成する。自殺予防週間、自殺対策強化月間

における集中的な広報を含め、年間を通じて広く

周知を進めることにより、国民の約３人に１人以

上がゲートキーパーについて聞いたことがある

ようにすることを目指す。また、これら地域の人

的資源の連携を調整し、包括的な支援の仕組みを

構築する役割を担う人材を養成する。 

 

（１）大学や専修学校等と連携した自殺対策教育

の推進 

生きることの包括的な支援として自殺対策を

推進するに当たっては、自殺対策や自殺のリスク

要因への対応に係る人材の確保、養成及び資質の

向上が重要であることから、医療、保健福祉、心

理等に関する専門家等を養成する大学、専修学校、

関係団体等と連携して自殺対策教育を推進する。

【文部科学省、厚生労働省】 

 

（２）自殺対策の連携調整を担う人材の養成 

地域における関係機関、関係団体、民間団体、

専門家、その他のゲートキーパー等の連携を促進

するため、関係者間の連携調整を担う人材の養成

及び配置を推進する。【厚生労働省】 

自殺リスクを抱えている人に寄り添いながら、

地域における関係機関や専門家等と連携した課

題解決などを通して相談者の自殺リスクが低下

するまで伴走型の支援を担う人材の養成を推進

する。【厚生労働省】 

 

（３）かかりつけの医師等の自殺リスク評価及び

対応技術等に関する資質の向上 

うつ病等の精神疾患患者は身体症状が出るこ

とも多く、かかりつけの医師等を受診することも

多いことから、将来専門とする分野にかかわらず、

基本的な診療能力を身に付けるための医師臨床

研修制度において、精神科研修を必修とし、うつ

病を経験すべき疾病・病態に位置付けている。ま

た、生涯教育等の機会を通じ、かかりつけの医師

等のうつ病等の精神疾患の理解と対応及び患者
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の社会的な背景要因を考慮して自殺リスクを的

確に評価できる技術の向上並びに地域における

自殺対策や様々な分野の相談機関や支援策に関

する知識の普及を図る。【厚生労働省】 

 

（４）教職員に対する普及啓発等 

児童生徒と日々接している学級担任、養護教諭

等の教職員や、学生相談に関わる大学等の教職員

に対し、ＳＯＳの出し方を教えるだけではなく、

子どもがＳＯＳを出しやすい環境を整えること

の重要性を伝え、また、大人が子どものＳＯＳを

察知し、それをどのように受け止めて適切な支援

につなげるかなどについて普及啓発を実施する

ため、研修に資する教材の作成・配布等により取

組の支援を行う。遺児等に対するケアも含め教育

相談を担当する教職員の資質向上のための研修

等を実施する。また、自殺念慮の割合等が高いこ

とが指摘されている性的マイノリティについて、

無理解や偏見等がその背景にある社会的要因の

一つであると捉えて、教職員の理解を促進する。

【文部科学省】 

 

（５）地域保健スタッフや産業保健スタッフの資

質の向上 

国は、地方公共団体が精神保健福祉センター、

保健所等における心の健康問題に関する相談機

能を向上させるため、保健師等の地域保健スタッ

フに対する心の健康づくりや当該地域の自殺対

策についての資質向上のための研修を地域自殺

対策推進センターと協力して実施することを支

援する。【厚生労働省】 

また、職域におけるメンタルヘルス対策を推進

するため、産業保健スタッフの資質向上のための

研修等を充実する。【厚生労働省】 

 

（６）介護支援専門員等に対する研修 

介護支援専門員、介護福祉士、社会福祉士等の

介護事業従事者の研修等の機会を通じ、心の健康

づくりや自殺対策に関する知識の普及を図る。

【厚生労働省】 

 

（７）民生委員・児童委員等への研修 

住民主体の見守り活動を支援するため、民生委

員・児童委員等に対する心の健康づくりや自殺対

策に関する施策についての研修を実施する。【厚

生労働省】 

 

（８）社会的要因に関連する相談員の資質の向上 

消費生活センター、地方公共団体等の多重債務

相談窓口、商工会・商工会議所等の経営相談窓口、

ハローワークの相談窓口等の相談員、福祉事務所

のケースワーカー、生活困窮者自立相談支援事業

における支援員に対し、地域の自殺対策やメンタ

ルヘルスについての正しい知識の普及を促進す

る。【金融庁、消費者庁、厚生労働省、経済産業

省、関係府省】 

 

（９）遺族等に対応する公的機関の職員の資質の

向上 

警察官、消防職員等の公的機関で自殺に関連し

た業務に従事する者に対して、遺族等からの意見

も踏まえつつ、遺族等に寄り添った適切な遺族等

への対応等に関する知識の普及を促進する。【警

察庁、総務省】 

 

（10）様々な分野でのゲートキーパーの養成 

弁護士、司法書士等、多重債務問題等の法律問

題に関する専門家、調剤、医薬品販売等を通じて

住民の健康状態等に関する情報に接する機会が

多い薬剤師、定期的かつ一定時間顧客に接する機

会が多いことから顧客の健康状態等の変化に気

付く可能性のある理容師、児童生徒と日々接して

いる教職員等、業務の性質上、ゲートキーパーと

しての役割が期待される職業について、地域の自

殺対策やメンタルヘルスに関する知識の普及に

資する情報提供等、関係団体に必要な支援を行う

こと等を通じ、ゲートキーパー養成の取組を促進

する。【厚生労働省、関係府省】 

若者を含め、国民一人ひとりが、周りの人の異

変に気付いた場合には身近なゲートキーパーと

して適切に行動することができるよう、必要な基

礎的知識の普及を図る。そのため、全国的にゲー

トキーパー養成の取組を促進すべく、行政機関や

各地域におけるゲートキーパー研修の受講の取
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組を進める。【厚生労働省、文部科学省】 

 

（11）自殺対策従事者への心のケアの推進 

地方公共団体の業務や民間団体の活動に従事

する人も含む自殺対策従事者について、相談者が

自殺既遂に至った場合も含めて自殺対策従事者

の心の健康を維持するための仕組みづくりを推

進するとともに、心の健康に関する知見を生かし

た支援方法の普及を図る。また、相談窓口が逼迫

する中で、継続的に相談員が相談者に寄り添いな

がら適切に相談にあたることができるよう、各相

談機関において、スーパーバイザーの役割を果た

す専門職の配置等の組織的なフォローができる

よう支援する。【厚生労働省】 

 

（12）家族や知人、ゲートキーパー等を含めた支

援者への支援 

悩みを抱える者だけでなく、悩みを抱える者を

支援する家族や知人、ゲートキーパー等を含めた

支援者が孤立せずに済むよう、支援する団体とも

連携しながら、これらの家族等に対する支援を推

進する。【厚生労働省】 

 

（13）研修資材の開発等 

国、地方公共団体等が開催する自殺対策に関す

る様々な人材の養成、資質の向上のための研修を

支援するため、研修資材の開発を推進するととも

に、指定調査研究等法人における公的機関や民間

団体の研修事業を推進する。【厚生労働省】 

 

５．心の健康を支援する環境の整備と心の健康づ

くりを推進する 

自殺の原因となり得る様々なストレスについ

て、ストレス要因の軽減、ストレスへの適切な対

応など心の健康の保持・増進に加えて、過重労働

やハラスメントの対策など職場環境の改善のた

めの、職場、地域、学校における体制整備を進め

る。 

 

（１）職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康

で充実して働き続けることのできる社会の実現

のため、「過労死等の防止のための対策に関する

大綱」に基づき、調査研究等、啓発、相談体制の

整備等、民間団体の活動に対する支援等の過労死

等の防止のための対策を推進する。【厚生労働省】 

また、職場におけるメンタルヘルス対策の充実

を推進するため、引き続き、「労働者の心の健康

の保持増進のための指針」の普及啓発を図るとと

もに、労働安全衛生法の改正により平成27年12

月に創設されたストレスチェック制度の実施の

徹底を通じて、事業場におけるメンタルヘルス対

策の更なる普及を図る。あわせて、ストレスチェ

ック制度の趣旨を踏まえ、長時間労働などの量的

負荷のチェックの視点だけではなく、職場の人間

関係や支援関係といった質的負荷のチェックの

視点も踏まえて、職場環境の改善を図っていくべ

きであり、ストレスチェック結果を活用した集団

分析を踏まえた職場環境改善に係る取組の優良

事例の収集・共有、職場環境改善の実施等に対す

る助成措置等の支援を通じて、事業場におけるメ

ンタルヘルス対策を推進する。【厚生労働省】 

加えて、働く人のメンタルヘルス・ポータルサ

イトにおいて、総合的な情報提供や電話・メー

ル・ＳＮＳ相談を実施するとともに、各都道府県

にある産業保健総合支援センターにおいて、事業

者への啓発セミナー、事業場の人事労務担当者・

産業保健スタッフへの研修、事業場への個別訪問

による若年労働者や管理監督者に対するメンタ

ルヘルス不調の予防に関する研修等を実施する。

【厚生労働省】 

小規模事業場に対しては、安全衛生管理体制が

必ずしも十分でないことから、産業保健総合支援

センターの地域窓口において、個別訪問等により

メンタルヘルス不調を感じている労働者に対す

る相談対応等を実施するとともに、メンタルヘル

ス対策等の取組に対する助成措置等を通じて、小

規模事業場におけるメンタルヘルス対策を強化

する。【厚生労働省】 

さらに、「働き方改革実行計画」（平成29年３

月28日働き方改革実現会議決定）や「健康・医

療戦略」（平成26年７月22日閣議決定）に基づ

き、産業医・産業保健機能の強化、長時間労働の

是正、法規制の執行の強化、健康経営の普及促進
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等をそれぞれ実施するとともに、それらを連動さ

せて一体的に推進する。【厚生労働省、経済産業

省】 

また、パワーハラスメント対策については、引

き続き、ポータルサイトや企業 向けセミナー等

を通じて、広く国民及び労使に向けた周知・広報

を行うとともに、労使の具体的な取組の促進を図

る。【厚生労働省】 

さらに、全ての事業所においてパワーハラスメ

ント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産

等に関するハラスメントがあってはならないと

いう方針の明確化や、その周知・啓発、相談窓口

の設置等の措置が講じられるよう、また、これら

のハラスメント事案が生じた事業所に対しては、

適切な事後の対応及び再発防止のための取組が

行われるよう都道府県労働局雇用環境・均等部

（室）による指導の徹底を図る。【厚生労働省】 

 

（２）地域における心の健康づくり推進体制の整

備 

精神保健福祉センター、保健所等における心の

健康問題やその背景にある社会的問題等に関す

る相談対応機能を向上させるとともに、心の健康

づくりにおける地域保健と産業保健及び関連す

る相談機関等との連携を推進する。【厚生労働省】 

また、公民館等の社会教育施設の活動を充実す

ることにより、様々な世代が交流する地域の居場

所づくりを進める。【文部科学省】 

さらに、心身の健康の保持・増進に配慮した公

園整備など、地域住民が集い、憩うことのできる

場所の整備を進める。【国土交通省】 

農山漁村において高齢者が安心して活動し、暮

らせるよう、高齢者の生きがい発揮のための施設

整備を行うなど、快適で安心な生産環境・生活環

境づくりを推進する。【農林水産省】 

 

（３）学校における心の健康づくり推進体制の整

備 

保健室やカウンセリングルーム等をより開か

れた場として、養護教諭等の行う健康相談を推進

するとともに、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー等の配置及び常勤化に向け

た取組を進めるなど学校における相談体制の充

実を図る。また、相談の際にプライバシーが守ら

れる環境を整備するとともに、これらの教職員の

資質向上のための研修を行う。さらに、大学等に

おいては、学生の心の問題・成長支援に関する課

題やニーズへの理解を深め、心の悩みを抱える学

生を必要な支援につなぐための教職員向けの取

組の推進を図る。【文部科学省】 

また、学校と地域が連携して、児童生徒がＳＯ

Ｓを出したときにそれを受け止めることのでき

る身近な大人を地域に増やすための取組を推進

する。【文部科学省、厚生労働省】 

さらに、事業場としての学校の労働安全衛生対

策を推進する。【文部科学省】 

 

（４）大規模災害における被災者の心のケア、生

活再建等の推進 

大規模災害の被災者は様々なストレス要因を

抱えることとなるため、孤立防止や心のケアに加

えて、生活再建等の復興関連施策を、発災直後か

ら復興の各段階に応じて中長期にわたり講ずる

ことが必要である。また、支援者の心のケアも必

要である。そのため、東日本大震災における被災

者の心の健康状態や自殺の原因の把握及び対応

策の検討・実施を引き続き進めるとともに、そこ

で得られた知見を今後の防災対策へ反映する。

【内閣府、復興庁、厚生労働省】 

東日本大震災及び東京電力福島第一原発事故

の被災者等について、復興のステージの進展に伴

う生活環境の変化や避難に伴う差別・偏見等によ

る様々なストレス要因を軽減するため、国、地方

公共団体、民間団体等が連携して、被災者の見守

り活動等の孤立防止や心のケア、人権相談のほか、

生活再建等の復興関連施策を引き続き実施する。

【法務省、文部科学省、復興庁、厚生労働省】 

また、心のケアについては、被災者の心のケア

支援事業の充実・改善や調査研究の拡充を図ると

ともに、各種の生活上の不安や悩みに対する相談

や実務的な支援と専門的な心のケアとの連携強

化等を通じ、支援者も含めた被災者へのきめ細か

な心のケアを実施する。【復興庁、厚生労働省】 

大規模災害の発災リスクが高まる中、被災地域
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において適切な災害保健医療活動が行えるよう、

平成28年熊本地震での課題を踏まえた災害派遣

精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の体制整備と人材育

成の強化、災害拠点精神科病院の整備を早急に進

める。また、災害現場で活動するＤＰＡＴ隊員等

の災害支援者が惨事ストレスを受けるおそれが

あるため、惨事ストレス対策を含めた支援の方策

について、地方公共団体とＤＰＡＴを構成する関

係機関との事前の取決め等の措置を講じる。【厚

生労働省】 

 

６．適切な精神保健医療福祉サービスを受けられ

るようにする 

自殺の危険性の高い人の早期発見に努め、必要

に応じて精神科医療につなぐ取組が進められて

いる状況を踏まえ、これらの人々が適切な精神科

医療を確実に受けられるよう精神科医療体制を

充実する。また、必ずしも精神科医療につなぐだ

けでは対応が完結しない事例も少なくないと考

えられ、精神科医療につながった後も、その人が

抱える悩み、すなわち自殺の危険性を高めた背景

にある経済・生活の問題、福祉の問題、家族の問

題など様々な問題に対して包括的に対応する必

要がある。そのため、精神科医療、保健、福祉等

の各施策の連動性を高めて、誰もが適切な精神保

健医療福祉サービスを受けられるようにする。 

 

（１）精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動

性の向上 

各都道府県が定める保健、医療、福祉に関する

計画等における精神保健福祉施策を踏まえつつ、

地域の精神科医療機関を含めた保健、医療、福祉、

教育、労働、法律等の関係機関・関係団体等のネ

ットワークの構築を促進する。特に、精神科医療、

保健、福祉の連動性を高める。【厚生労働省】 

また、地域において、かかりつけの医師等がう

つ病と診断した人や救急医療機関に搬送された

自殺未遂者について、生活上の課題等の確認をす

る体制、退院後に円滑に精神科医療につなげるた

めの医療連携体制及び様々な分野の相談機関に

つなげる多機関連携体制の整備を推進する。【厚

生労働省】 

 

（２）精神保健医療福祉サービスを担う人材の養

成など精神科医療体制の充実 

かかりつけの医師や救急医療機関等が、自殺の

危険性の高い人や自殺未遂者 を精神科医療につ

なげようとする際、精神科医療機関がこれらの緊

急性を踏まえて確実に対応できるよう、診療報酬

での取扱いを踏まえた精神科医療体制の充実の

方策を検討する。【厚生労働省】 

心理職等の精神科医療従事者に対し、精神疾患

に対する適切な対処等に関する研修を実施し、精

神科医をサポートできる心理職等の養成を図る

とともに、うつ病の改善に効果の高い認知行動療

法などの治療法を普及し、その実施によるうつ病

患者の減少を図るため、主に精神科医療において

専門的にうつ病患者の治療に携わる者に対し研

修を実施する。【厚生労働省】 

これらの心理職等のサポートを受けて精神科

医が行う認知行動療法などの診療の更なる普及、

均てん化を図るため、認知行動療法研修事業の充

実・強化、人材育成や連携体制の構築、診療報酬

での取扱いを踏まえた精神科医療体制の充実の

方策を検討する。【厚生労働省】 

また、適切な薬物療法の普及や過量服薬対策を

徹底するとともに、環境調整についての知識の普

及を図る。【厚生労働省】 

 

（３）精神保健医療福祉サービスの連動性を高め

るための専門職の配置 

各都道府県が定める保健、医療、福祉に関する

計画等における精神保健福祉施策を踏まえつつ、

地域の精神科医療機関を含めた保健、医療、福祉、

教育、労働、法律等の関係機関・関係団体等のネ

ットワークの構築を促進する。特に、精神科医療、

保健、福祉の連動性を高める。さらに、これらの

施策の連動性を高めるため、精神保健福祉士等の

専門職を、医療機関等に配置するなどの取組を進

める。【厚生労働省】【一部再掲】 

 

（４）かかりつけの医師等の自殺リスク評価及び

対応技術等に関する資質の向上 

うつ病等の精神疾患患者は身体症状が出るこ
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とも多く、かかりつけの医師等を受診することも

多いことから、将来専門とする分野にかかわらず、

基本的な診療能力を身に付けるための医師臨床

研修制度において、精神科研修を必修とし、うつ

病を経験すべき疾病・病態に位置付けている。ま

た、生涯教育等の機会を通じ、かかりつけの医師

等のうつ病等の精神疾患の理解と対応及び患者

の社会的な背景要因を考慮して自殺リスクを的

確に評価できる技術の向上並びに地域における

自殺対策や様々な分野の相談機関や支援策に関

する知識の普及を図る。【厚生労働省】【再掲】 

 

（５）子どもに対する精神保健医療福祉サービス

の提供体制の整備 

成人とは異なる診療モデルについての検討を

進め、子どもの心の問題に対応できる医療系関係

専門職や子どもの心の診療に専門的に関わる医

師等の養成を推進するなど子どもの心の診療体

制の整備を推進する。【厚生労働省】 

子どもに対して緊急入院も含めた医療に対応

可能な医療機関を拡充し、またそのための人員を

確保する。【厚生労働省】 

児童相談所や市町村の子どもの相談に関わる

機関等の機能強化を図るとともに、精神保健福祉

センターや市町村の障害福祉部局等の療育に関

わる関係機関との連携の強化を図る。【厚生労働

省】 

さらに、療育に関わる関係機関と学校及び医療

機関等との連携を通して、どのような家庭環境に

あっても、全ての子どもが適切な精神保健医療福

祉サービスを受けられる環境を整備する。【厚生

労働省】 

 

（６）うつ等のスクリーニングの実施 

保健所、市町村の保健センター等による訪問指

導や住民健診、健康教育・健康相談の機会を活用

することにより、地域における、うつ病の懸念が

ある人の把握を推進する。【厚生労働省】 

特に高齢者については、閉じこもりやうつ状態

になることを予防することが、介護予防の観点か

らも必要であり、地域の中で生きがい・役割を持

って生活できる地域づくりを推進することが重

要である。このため、市町村が主体となって高齢

者の介護予防や社会参加の推進等のための多様

な通いの場の整備など、地域の実情に応じた効果

的・効率的な介護予防の取組を推進する。【厚生

労働省】 

また、出産後間もない時期の産婦については、

産後うつの予防等を図る観点から、産婦健康診査

で心身の健康状態や生活環境等の把握を行い、産

後の初期段階における支援を強化する。【厚生労

働省】 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪

問する、「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤

ちゃん事業）」において、子育て支援に関する必

要な情報提供等を行うとともに、産後うつの予防

等も含めた支援が必要な家庭を把握した場合に

は、適切な支援に結びつける。【厚生労働省】 

 

（７）うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク

者対策の推進 

うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者

において、例えば、依存症においては関連法令に

基づく取組、借金や家族問題等との関連性も踏ま

えて、調査研究を推進するとともに、継続的に治

療・援助を行うための体制の整備、地域の医療機

関を含めた保健、医療、福祉、教育、労働、法律

等の関係機関・関係団体のネットワークの構築、

自助活動に対する支援等を行う。【厚生労働省】 

また、思春期・青年期において精神的問題を抱

える者、自傷行為を繰り返す者や過去のいじめや

被虐待経験などにより深刻な生きづらさを抱え

る者については、とりわけ若者の職業的自立の困

難さや生活困窮などの生活状況等の環境的な要

因も十分に配慮しつつ、地域の救急医療機関、精

神保健福祉センター、保健所、教育機関等を含め

た保健、医療、福祉、教育、労働、法律等の関係

機関・関係団体のネットワークの構築により適切

な医療機関や相談機関を利用できるよう支援す

るなど、要支援者の早期発見、早期介入のための

取組を推進する。【厚生労働省】 

 

（８）がん患者、慢性疾患患者等に対する支援 

がん患者について、必要に応じ専門的、精神心
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理的なケアにつなぐことができるよう、がん相談

支援センターを中心とした体制の構築と周知を

行う。【厚生労働省】 

重篤な慢性疾患に苦しむ患者等からの相談を

適切に受けることができる看護師等を養成する

など、心理的ケアが実施できる体制の整備を図る。

【厚生労働省】 

 

７．社会全体の自殺リスクを低下させる 

自殺対策は、社会における「生きることの阻害

要因（自殺のリスク要因）」を減らし、「生きるこ

との促進要因（自殺に対する保護要因）」を増や

すことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下さ

せる方向で実施する必要がある。そのため、様々

な分野において、「生きることの阻害要因」を減

らし、併せて「生きることの促進要因」を増やす

取組を推進する。 

 

（１）地域における相談体制の充実と支援策、相

談窓口情報等の分かりやすい発信 

地方公共団体による自殺対策関連の相談窓口

等を掲載した啓発用のパンフレット等が、啓発の

対象となる人たちのニーズに即して作成・配布さ

れるよう支援し、併せて地域の相談窓口が住民に

とって相談しやすいものになるよう体制の整備

を促進する。【厚生労働省】 

また、悩みを抱える人がいつでもどこでも相談

でき、適切な支援を迅速に受けられるためのより

どころとして、自殺防止のための24時間365日

の無料電話相談を設置し、併せて地方公共団体に

よる電話相談について全国共通ダイヤル（こころ

の健康相談統一ダイヤル）を設定し、引き続き当

該電話相談を利用に供するとともに、民間団体に

よる電話相談窓口の支援を行う。さらに多様な相

談ニーズに対応するため、ＳＮＳや新たなコミュ

ニケーションツールを活用した相談事業支援を

拡充し、相談者が必要とするときに効果的な対応

が可能となるよう仕組みの構築を進める。【厚生

労働省】 

電話、ＳＮＳ等を活用した相談について、自殺

予防週間や自殺対策強化月間等の機会を捉え、広

く周知を進めることにより、国民の約３人に２人

以上が当該電話相談及びＳＮＳ等相談について

聞いたことがあるようにすることを目指す。【厚

生労働省】 

さらに、支援を必要としている人が簡単に適切

な支援策に係る情報を得ることができるように

するため、インターネット（スマートフォン、携

帯電話等を含む。）を活用した検索等の仕組みや

検索連動広告及びプッシュ型の情報発信など、生

きることの包括的な支援に関する情報の集約、提

供を強化し、その周知を徹底する。【厚生労働省】 

地域共生社会の実現に向けた施策として、制度

の狭間にある人、複合的な課題を抱え自ら相談に

行くことが困難な人などを地域において早期に

発見し、確実に支援していくため、地域住民と公

的な関係機関の協働による包括的な支援体制づ

くりを進める。【厚生労働省】 

 

（２）多重債務の相談窓口の整備とセーフティネ

ット融資の充実 

「多重債務問題改善プログラム」に基づき、多

重債務者に対するカウンセリング体制の充実、セ

ーフティネット貸付の充実を図る。【金融庁、消

費者庁、厚生労働省】 

 

（３）失業者等に対する相談窓口の充実等 

失業者に対して早期再就職支援等の各種雇用

対策を推進するとともに、ハローワーク等の窓口

においてきめ細かな職業相談を実施するほか、失

業に直面した際に生じる心の悩み相談など様々

な生活上の問題に関する相談に対応し、さらに地

方公共団体等との緊密な連携を通して失業者へ

の包括的な支援を推進する。【厚生労働省】 

また、「地域若者サポートステーション」にお

いて、地域の関係機関とも連携し、若年無業者等

の職業的自立を個別的・継続的・包括的に支援す

る。【厚生労働省】 

 

（４）経営者に対する相談事業の実施等 

商工会・商工会議所等と連携し、経営の危機に

直面した個人事業主や中小企業の経営者等を対

象とした相談事業、中小企業の一般的な経営相談

に対応する相談事業を引き続き推進する。【経済
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産業省】 

また、全都道府県に設置している中小企業活性

化協議会において、財務上の問題を抱える中小企

業者に対し、窓口における相談対応や金融機関と

の調整を含めた再生計画の策定支援など、事業再

生に向けた支援を行う。【経済産業省】 

さらに、融資の際に経営者以外の第三者の個人

保証を原則求めないことを金融機関に対して引

き続き徹底するよう求めていくとともに、経営者

の個人保証によらない融資をより一層促進する

ため「経営者保証に関するガイドライン」の周

知・普及に努める。【金融庁、経済産業省】 

 

（５）法的問題解決のための情報提供の充実 

日本弁護士連合会・弁護士会と連携しつつ、日

本司法支援センター（法テラス）の法的問題解決

のための情報提供の充実及び国民への周知を図

る。【法務省】 

また、司法書士会と連携し、司法書士会のホー

ムページ等を通じて、相談事業の国民への周知を

図る。【法務省】 

 

（６）危険な場所における安全確保、薬品等の規

制等 

自殺の多発場所における安全確保の徹底や支

援情報等の掲示、鉄道駅におけるホームドア・ホ

ーム柵の整備の促進等を図る。【厚生労働省、国

土交通省】 

また、危険な薬品等の譲渡規制を遵守するよう

周知の徹底を図るとともに、従来から行っている

自殺するおそれのある行方不明者に関する行方

不明者発見活動を継続して実施する。【警察庁、

厚生労働省】 

 

（７）ＩＣＴを活用した自殺対策の強化 

支援を必要としている人が簡単に適切な支援

策に係る情報を得ることができるようにするた

め、インターネット（スマートフォン、携帯電話

等を含む。）を活用した検索等の仕組みや検索連

動広告及びプッシュ型の情報発信など、支援策情

報の集約、提供を強化する。【厚生労働省】【再掲】 

「自殺は、その多くが追い込まれた末の死であ

る」「自殺対策とは、生きることの包括的支援で

ある」という認識を浸透させることや、自殺や自

殺関連事象に関する誤った社会通念から脱却し

国民一人ひとりの危機遭遇時の対応能力（援助希

求技術）を高めるため、インターネット（スマー

トフォン、携帯電話等を含む。）を積極的に活用

して正しい知識の普及を推進する。【厚生労働省】

【再掲】 

若者は、自発的には相談や支援につながりにく

い傾向がある一方で、インターネットやＳＮＳ上

で自殺をほのめかしたり、自殺の手段等を検索し

たりする傾向もあると言われている。そのため、

自宅への訪問や街頭での声掛け活動だけではな

く、ＩＣＴ（情報通信技術）も活用した若者への

アウトリーチ策を強化する。【厚生労働省】 

 

（８）インターネット上の自殺関連情報対策の推

進 

ＳＮＳによる集団自殺の呼び掛け等、インター

ネット上の自殺の誘引・勧誘等に係る情報につい

ては、警察とインターネット・ホットラインセン

ターが通報を受け、また、警察とサイバーパトロ

ールセンターがサイバーパトロールを行うなど

して把握に努め、警察とインターネット・ホット

ラインセンターが、プロバイダ等と連携してサイ

ト管理者等に削除を依頼するなど、自殺防止のた

めの必要な措置を講じる。【警察庁】 

また、第三者に危害の及ぶおそれのある自殺の

手段等を紹介するなどの情報等への対応として、

青少年へのフィルタリングの普及等の対策を推

進する。【総務省、文部科学省、経済産業省】 

青少年が安全に安心してインターネットを利

用できる環境の整備等に関する法律に基づく取

組を促進し、同法に基づく基本計画等により、青

少年がインターネットを利用して有害な情報を

閲覧する機会をできるだけ少なくするためにフ

ィルタリングの普及を図るとともに、インターネ

ットの適切な利用に関する教育及び啓発活動の

推進等を行う。【内閣府、文部科学省、経済産業

省、総務省】 

 

（９）インターネット上の自殺予告事案及び誹謗
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中傷への対応等 

インターネット上の自殺予告事案に対する迅

速・適切な対応を継続して実施する。【警察庁】 

また、インターネットにおける自殺予告サイト

への書き込み等の違法・有害情報について、フィ

ルタリングソフトの普及、プロバイダにおける自

主的措置への支援等を実施する。【総務省、経済

産業省】 

加えて、電子掲示板への特定個人を誹謗中傷す

る書き込み等の違法・有害情報について、プロバ

イダにおける自主的措置への支援、速やかな書き

込みの削除の支援及び人権相談等を実施する。

【総務省、法務省】 

侮辱罪の法定刑の引上げ（令和４年７月７日施

行）の趣旨・内容を踏まえ、検察当局においては、

誹謗中傷の事案についても、法と証拠に基づき、

事案の内容等に応じて、処罰すべき悪質な行為に

ついては厳正な処分を行い、適切に対処を行う。

【法務省】 

 

（10）介護者への支援の充実 

高齢者や日常生活に支障を来す状態の者への

介護者負担を軽減するため、地域包括支援センタ

ーその他関係機関等との連携協力体制の整備や

介護者に対する相談等が円滑に実施されるよう、

相談業務等に従事する職員の確保や資質の向上

などに関し、必要な支援の実施に努める。【厚生

労働省】 

 

（11）ひきこもりの方への支援の充実 

保健、医療、福祉、教育、労働等の分野の関係

機関と連携の下でひきこもりに特化した第一次

相談窓口としての機能を有する「ひきこもり地域

支援センター」において、本人・家族に対する早

期からの相談・支援等を行い、ひきこもり支援を

推進する。このほか、精神保健福祉センターや保

健所、児童相談所において、医師や保健師、精神

保健福祉士、社会福祉士等による相談・支援を、

本人や家族に対して行う。【厚生労働省】 

 

（12）児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支

援の充実 

児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成

に重大な影響を与え、自殺のリスク要因ともなり

得る。児童虐待の発生予防から虐待を受けた子ど

もの自立支援まで一連の対策の更なる強化を図

るため、市町村及び児童相談所の相談支援体制を

強化するとともに、社会的養護の充実を図る。【厚

生労働省】 

また、児童虐待を受けたと思われる子どもを見

つけたときなどに、ためらわずに児童相談所に通

告・相談ができるよう、児童相談所虐待対応ダイ

ヤル「189（いちはやく）」について、毎年11月

の「児童虐待防止推進月間」を中心に、積極的な

広報・啓発を実施する。【厚生労働省】 

また、社会的養護の下で育った子どもは、施設

などを退所し自立するに当たって、保護者などか

ら支援を受けられない場合が多く、その結果、

様々な困難を抱えることが多い。そのため、子ど

もの自立支援を効果的に進めるために、例えば進

学や就職などのタイミングで支援が途切れるこ

とのないよう、退所した後も引き続き子どもを受

け止め、支えとなるような支援の充実を図る。【厚

生労働省】 

性犯罪・性暴力の被害者の精神的負担軽減のた

め、被害者が必要とする情報の集約や関係機関に

よる支援の連携を強めるとともに、カウンセリン

グ体制の充実や被害者の心情に配慮した事情聴

取等を推進する。【内閣府、警察庁、厚生労働省】 

また、自殺対策との連携を強化するため、自殺

対策に係る電話相談事業及びＳＮＳ相談事業を

行う民間支援団体による支援の連携を強めると

ともに、オンラインでの取組も含めた居場所づく

りの充実を推進する。【厚生労働省】 

さらに、性犯罪・性暴力被害者等、困難な問題

を抱える女性への支援を推進するため、婦人相談

所等の関係機関と民間支援団体が連携したアウ

トリーチや居場所づくりなどの支援の取組を進

める。【厚生労働省】 

性犯罪・性暴力の被害者において、ＰＴＳＤ等

精神疾患の有病率が高い背景として、ＰＴＳＤ対

策における医療と保健との連携の不十分さが指

摘されている。このため性犯罪・性暴力の被害者

支援を適切に行う観点から、性犯罪・性暴力の被
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害者や犯罪被害者支援に特化したＰＴＳＤ研修

を継続していく。【厚生労働省】 

 

（13）生活困窮者への支援の充実 

複合的な課題を抱える生活困窮者の中に自殺

リスクを抱えている人が少なくない実情を踏ま

えて、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支

援事業において包括的な支援を行うとともに、自

殺対策に係る関係機関等とも緊密に連携し、効果

的かつ効率的な支援を行う。また、地域の現場で

そうした連携が進むよう、連携の具体的な実践例

の周知や自殺対策の相談窓口を訪れた生活困窮

者を必要な施策につなげるための方策を検討す

るなど、政策的な連携の枠組みを推進する。【厚

生労働省】 

さらに、関係機関の相談員を対象に、ケース検

討を含む合同の研修を行い、生活困窮者自立支援

制度における関係機関の連携促進に配慮した共

通の相談票を活用するなどして、自殺対策と生活

困窮者自立支援制度の連動性を高めるための仕

組みを構築する。【厚生労働省】 

 

（14）ひとり親家庭に対する相談窓口の充実等 

子育てと生計の維持を一人で担い、様々な困難

を抱えている人が多いひとり 親家庭を支援する

ため、地方公共団体のひとり親家庭の相談窓口に、

母子・父子自立支援員に加え、就業支援専門員の

配置を進め、子育て・生活に関する内容から就業

に関する内容まで、ワンストップで相談に応じる

とともに、必要に応じて、他の支援機関につなげ

ることにより、総合的・包括的な支援を推進する。

【厚生労働省】 

 

（15）性的マイノリティへの支援の充実 

法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権

相談所において相談に応じる。人権相談等で、性

的マイノリティ等に関する嫌がらせ等の人権侵

害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯

事件として調査を行い、事案に応じた適切な措置

を講じる。【法務省】 

性的マイノリティは、社会や地域の無理解や偏

見等の社会的要因によって自殺念慮を抱えるこ

ともあり、大学等において、本人の同意なく、そ

の人の性的指向・性自認に関する情報を第三者に

暴露すること（アウティング）も問題になってい

ることから、性的マイノリティに関する正しい理

解を広く関係者に促進するとともに、学校におけ

る適切な教育相談の実施等を促す。【文部科学省】 

性的指向・性自認を理由としたものも含め、社

会的なつながりが希薄な方々の相談先として、

24時間365日無料の電話相談窓口（よりそいホ

ットライン）を設置するとともに、必要に応じて

面接相談や同行支援を実施して具体的な解決に

つなげる寄り添い支援を行う。【厚生労働省】 

性的指向・性自認に関する侮辱的な言動や、労

働者の了解を得ずに性的指向・性自認などの機微

な個人情報を他の労働者に暴露することが職場

におけるパワーハラスメントに該当し得ること、

職場におけるセクシュアルハラスメントは相手

の性的指向・性自認にかかわらず該当し得ること

等について、引き続きパンフレット等を活用して

周知を行う。その他、公正な採用選考についての

事業主向けパンフレットに「性的マイノリティの

方など特定の人を排除しない」旨を記載し周知す

る。【厚生労働省】 

 

（16）相談の多様な手段の確保、アウトリーチの

強化 

国や地方公共団体、民間団体による相談事業に

おいて、障害の特性等により電話や対面による相

談が困難な場合であっても、可能な限り相談がで

きるよう、ＦＡＸ、メール、ＳＮＳ等の多様な意

思疎通の手段の確保を図る。【厚生労働省】 

地方公共団体による取組を支援するなど、子ど

もに対するＳＮＳを活用した相談体制の実現を

図る。【文部科学省】 

性犯罪・性暴力被害者等、困難な問題を抱える

女性への支援を推進するため、婦人相談所等の関

係機関と民間支援団体が連携したアウトリーチ

や居場所づくりなどの支援の取組を進める。【厚

生労働省】【再掲】 

若者は、自発的には相談や支援につながりにく

い傾向がある一方で、インターネットやＳＮＳ上

で自殺をほのめかしたり、自殺の手段等を検索し
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たりする傾向もあると言われている。そのため、

自宅への訪問や街頭での声掛け活動だけではな

く、ＩＣＴ（情報通信技術）も活用した若者への

アウトリーチ策を強化する。【厚生労働省】【再掲】 

 

（17）関係機関等の連携に必要な情報共有の仕組

みの周知 

地域における多様な支え手による生きること

の包括的な支援を円滑に行えるようにするため、

相談者本人の意思を尊重しつつ、有機的な連携の

ため必要な相談者に係る情報を共有することが

できるよう、関係機関の連携に必要な情報共有の

仕組みに係る取組事例を収集し、地方公共団体等

に周知する。【厚生労働省】 

また、自殺の危険性の高い人や自殺未遂者への

支援に関して、生活困窮者自立支援制度における

支援会議の活用など、個人情報の適正な取扱いに

関する体制の整備を推進する。【厚生労働省】 

 

（18）自殺対策に資する居場所づくりの推進 

生きづらさを抱えた人や自己肯定感が低い若

者、配偶者と離別・死別した高齢者や退職して役

割を喪失した中高年男性、性的マイノリティの方

等、孤立のリスクを抱えるおそれのある人が、孤

立する前に、地域とつながり、支援につながるよ

う、オンラインでの取組も含めて、孤立を防ぐた

めの居場所づくり等を推進する。【厚生労働省、

関係府省】 

相談者が抱える問題を具体的に解決して「生き

ることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減ら

す個別的な支援と、相談者の自己肯定感を高めて

「生きることの促進要因（自殺の保護要因）」を

増やす居場所活動を通じた支援とを連動させた

包括的な生きる支援を推進する。【厚生労働省】 

 

（19）報道機関に対するＷＨＯの手引き等の周知

等 

報道機関に適切な自殺報道を呼び掛けるため、

ＷＨＯの自殺予防の手引きのうち「自殺対策を推

進するためにメディア関係者に知ってもらいた

い基礎知識（ＷＨＯ作成）」及び「自殺対策を推

進するために映画制作者と舞台・映像関係者に知

ってもらいたい基礎知識（ＷＨＯ作成）」を報道

各社に周知し、それらを遵守するよう要請する。

また、国内の報道機関が自主的に策定した自殺報

道に関するガイドライン等の活用を呼び掛ける。

【厚生労働省】 

マスメディアにおける自主的な取組に資する

よう、自殺報道の影響や諸外国の取組等に関する

調査研究を行うとともに、ウェルテル効果（報道

が自殺者を増加させる効果）を防ぐための取組や、

パパゲーノ効果（報道が自殺を抑止する効果）を

高めるための取組や報道における扱いについて、

報道関係者やニュースサイト及びＳＮＳ等事業

者と協力して理解を深めていくための取組を推

進する。【厚生労働省】 

 

（20）自殺対策に関する国際協力の推進 

海外の様々な知見等を我が国の自殺対策に活

用すべく、海外の自殺対策関係団体等との交流を

推進する。【厚生労働省】 

日本においては、国を挙げて自殺対策が総合的

に推進された結果、自殺者数が ３万人台から２

万人台に減少したところであり、こうした日本に

おける取組について国際的に発信し、国際的な自

殺対策の推進への貢献を行う。【厚生労働省】【再

掲】 

 

８．自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 

救急医療機関に搬送された自殺未遂者への複

合的ケースマネジメントの効果検証、医療機関と

地方公共団体の連携による自殺未遂者支援の取

組検証など、各地で展開された様々な試行的取組

の成果の蓄積等を踏まえて、自殺未遂者の再度の

自殺企図を防ぐための対策を強化する。また、自

殺未遂者を支える家族や支援者等への支援を充

実する。 

 

（１）地域の自殺未遂者等支援の拠点機能を担う

医療機関の整備 

自殺未遂者の再企図を防ぐためには、救急医療

機関に搬送された自殺未遂者に退院後も含めて

精神科又は心療内科につなぐなど、継続的に適切

に介入するほか、対応困難例の事例検討や地域の
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医療従事者への研修等を通じて、地域の自殺未遂

者支援の対応力を高める拠点となる医療機関が

必要であり、これらの取組に対する支援を強化す

るとともに、モデル的取組の横展開を図る。【厚

生労働省】 

かかりつけの医師や救急医療機関等が、自殺の

危険性の高い人や自殺未遂者を精神科医療につ

なげようとする際、精神科医療機関がこれらの緊

急性を踏まえて確実に対応できるよう、診療報酬

での取扱いを踏まえた精神科医療体制の充実の

方策を検討する。【厚生労働省】【再掲】 

 

（２）救急医療機関における精神科医による診療

体制等の充実 

精神科救急医療体制の充実を図るとともに、救

命救急センター等に精神保健福祉士等の精神保

健医療従事者等を配置するなどして、治療を受け

た自殺未遂者の精神科医療ケアの必要性を評価

し、必要に応じて精神科医による診療や精神保健

医療従事者によるケアが受けられる救急医療体

制の整備を図る。【厚生労働省】 

また、自殺未遂者に対する的確な支援を行うた

め、自殺未遂者の治療とケアに関するガイドライ

ンについて、救急医療関係者等への研修等を通じ

て普及を図る。【厚生労働省】 

 

（３）医療と地域の連携推進による包括的な未遂

者支援の強化 

各都道府県が定める保健、医療、福祉に関する

計画等における精神保健福祉施策を踏まえつつ、

地域の精神科医療機関を含めた保健、医療、福祉、

教育、労働、法律等の関係機関・関係団体のネッ

トワークの構築を促進する。医療機関と地方公共

団体が自殺未遂者への支援を連携して行うこと

により、切れ目のない継続的かつ包括的な自殺未

遂者支援を推進する。また、自殺の危険性の高い

人や自殺未遂者への支援に関して、生活困窮者自

立支援制度における支援会議の活用など、個人情

報の適正な取扱いに関する体制の整備を推進す

る。さらに、この連携を促進するため、精神保健

福祉士等の専門職を、医療機関等に配置するなど

の取組を進める。【厚生労働省】【一部再掲】 

また、地域において、かかりつけの医師等がう

つ病と診断した人や救急医療機関に搬送された

自殺未遂者について、生活上の課題等の確認をす

る体制、退院後に円滑に精神科医療につなげるた

めの医療連携体制及び様々な分野の相談機関に

つなげる多機関連携体制の整備を推進する。【厚

生労働省】【再掲】 

自殺未遂者は、再度の自殺を図る可能性が高い

こと、また、自殺対策を講じる上で、その原因の

究明や把握が必要であることから、自殺未遂者か

ら得られた実態を分析し、有効な自殺対策につな

げるため、匿名でデータベース化する取組を進め

ていく。【厚生労働省】 

 

（４）居場所づくりとの連動による支援 

生きづらさを抱えた人や自己肯定感が低い若

者、配偶者と離別・死別した高齢者や退職して役

割を喪失した中高年男性、性的マイノリティの方

等、孤立のリスクを抱えるおそれのある人が、孤

立する前に、地域とつながり、支援につながるよ

う、オンラインでの取組も含めて、孤立を防ぐた

めの居場所づくり等を推進する。【厚生労働省、

関係府省】【再掲】 

相談者が抱える問題を具体的に解決して「生き

ることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減ら

す個別的な支援と、相談者の自己肯定感を高めて

「生きることの促進要因（自殺の保護要因）」を

増やす居場所活動を通じた支援とを連動させた

包括的な生きる支援を推進する。【厚生労働省】

【再掲】 

 

（５）家族等の身近な支援者に対する支援 

自殺の原因となる社会的要因に関する各種相

談機関とのネットワークを構築 することにより

精神保健福祉センターや保健所の保健師等によ

る自殺未遂者に対する相談体制を充実するとと

もに、地域の精神科医療機関を含めた保健、医療、

福祉、教育、労働、法律等の関係機関・関係団体

のネットワークを構築するなど継続的なケアが

できる体制の整備を一層進めることなどにより、

退院後の家族や知人等の身近な支援者による見

守りへの支援を充実する。【厚生労働省】 
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また、諸外国の実証研究において、家族等の支

援を受けた自殺未遂者本人の自殺関連行動や抑

うつ感、自殺未遂者の家族自身の抑うつや自殺念

慮が改善したとの報告があることを踏まえ、自殺

未遂者の日常的な支援者としての家族や知人等、

自殺未遂者のことで悩んでいる家族や知人等の

支えになりたいと考える者を対象とした研修を

開催するとともに、身近な人を支えるための傾聴

スキルを学べる動画等を作成して一般に公開し、

自殺予防週間や自殺対策強化月間等の機会を捉

えて啓発を行う。【厚生労働省】 

 

（６）学校、職場等での事後対応の促進 

学校、職場で自傷行為や自殺未遂を把握した場

合に、その直後の周りの人々に対する心理的ケア

が的確に行われるよう自殺未遂後の職場におけ

る対応マニュアルや学校の教職員向けの資料の

普及等により、適切な事後対応を促す。【文部科

学省、厚生労働省】 

また、学校においては、自殺未遂に至った事例

について関係者による再発防止に向けた検討の

実施を促す。【文部科学省】 

 

９．遺された人への支援を充実する 

基本法では、その目的規定において、自殺対策

の総合的推進により、自殺の防止を図ることとと

もに、自殺者の親族等の支援の充実を図ることが

掲げられている。自殺により遺された人等に対す

る迅速な支援を行うとともに、全国どこでも、関

連施策を含めた必要な支援情報を得ることがで

きるよう情報提供を推進するなど、支援を充実す

る。また、遺族の自助グループ等の地域における

活動を支援する。 

 

（１）遺族の自助グループ等の運営支援 

地域における遺族の自助グループ等の運営、相

談機関の遺族等への周知を支援するとともに、精

神保健福祉センターや保健所の保健師等による

遺族等への相談体制を充実する。【厚生労働省】 

 

（２）学校、職場等での事後対応の促進 

学校、職場で自殺があった場合に、その直後の

周りの人々に対する心理的ケアが的確に行われ

るよう自殺後の職場における対応マニュアルや

学校の教職員向けの資料の普及等を行い、遺族の

声を聞く機会を設ける等により遺族等の意向を

丁寧に確認しつつ、遺族等に寄り添った適切な事

後対応を促す。【文部科学省、厚生労働省】 

 

（３）遺族等の総合的な支援ニーズに対する情報

提供の推進等 

遺族等が全国どこでも、関連施策を含めた必要

な支援情報を得ることができるよう、指定調査研

究等法人を中心に取り組む。また、遺族等が総合

的な支援ニーズを持つ可能性があることを踏ま

え、必要に応じて役立つ情報を迅速に得ることが

できるよう、一般的な心身への影響と留意点、諸

手続に関する情報、自助グループ等の活動情報、

民間団体及び地方公共団体の相談窓口その他必

要な情報を掲載したパンフレットの作成と、遺族

等と接する機会の多い関係機関等での配布を徹

底するなど、自殺者や遺族のプライバシーに配慮

しつつ、遺族等が必要とする支援策等に係る情報

提供を推進する。【厚生労働省】 

遺族等が必要とする遺族の自助グループ等の

情報や行政上の諸手続及び法的問題への留意事

項等をとりまとめ「生きることの包括的な支援」

として作成された「自死遺族等を支えるために～

総合的支援の手引き」（平成30年11月）の活用を

推進するとともに、必要な見直しや情報の整理及

び提供を行う。【厚生労働省】 

 

（４）遺族等に対応する公的機関の職員の資質の

向上 

警察官、消防職員等の公的機関で自殺に関連し

た業務に従事する者に対して、遺族等からの意見

も踏まえつつ、遺族等に寄り添った適切な遺族等

への対応等に関する知識の普及を促進する。【警

察庁、総務省】【再掲】 

 

（５）遺児等への支援 

地域における遺児等の支援活動の運営、遺児等

やその保護者への相談機関の周知を支援すると

ともに、児童生徒と日頃から接する機会の多い学



75 

校の教職員を中心に、スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカー、児童相談所、精神保

健福祉センターや保健所の保健師等による遺児

等に関する相談体制を充実する。【文部科学省、

厚生労働省】 

遺児等に対するケアも含め教育相談を担当す

る教職員の資質向上のための研修等を実施する。

【文部科学省】【再掲】 

また、遺児の中には、ケアを要する家族がいる

場合、自身がヤングケアラーとならざるを得ない

可能性があるが、そうした場合に心理的なサポー

トに加えて看護や介護等を含めた支援を受けら

れるよう、適切な情報の周知や支援を強化する。

【厚生労働省】 

 

10.民間団体との連携を強化する 

国及び地域の自殺対策において、民間団体は非

常に重要な役割を担っている。しかし、多くの民

間団体が、組織運営や人材育成、資金確保等の面

で課題を抱えている。そうした現状を踏まえ、平

成28年４月、基本法の改正により、国及び地方

公共団体は、民間団体の活動を支援するため、助

言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるも

のとするとされた。 

 

（１）民間団体の人材育成に対する支援 

民間団体における相談の担い手や他機関連携

を促すコーディネーターの養成を支援する。【厚

生労働省】 

活動分野ごとのゲートキーパー養成のための

研修資材の開発や研修資材の開発支援、研修受講

の支援等により、民間団体における人材養成を支

援する。【厚生労働省】 

 

（２）地域における連携体制の確立 

地域において、自殺対策を行っている公的機関、

民間団体等の実践的な連携体制の確立を促すと

ともに、連携体制が円滑に機能するよう優良事例

に関する情報提供等の支援を行う。【厚生労働省】 

消費者トラブルの解消とともに自殺等の兆候

の事前察知や関係機関の連携強化等にも寄与す

るため、トラブルに遭うリスクの高い消費者（高

齢者、消費者被害経験者等）の消費者被害の防止

のための見守りネットワークの構築を支援する。

【消費者庁】 

 

（３）民間団体の相談事業に対する支援 

民間団体による自殺対策を目的とした相談事

業に対する支援を引き続き実施する。【厚生労働

省】 

また、相談員の人材育成等に必要な情報提供を

行うなどの支援を引き続き実施する。【厚生労働

省】 

民間団体による電話相談窓口の支援を行うと

ともに、多様な相談ニーズに対応するため、ＳＮ

Ｓや新たなコミュニケーションツールを活用し

た相談事業支援を拡充し、相談者が必要とすると

きに効果的な対応が可能となるよう仕組みの構

築を進める。【厚生労働省】【再掲】 

 

（４）民間団体の先駆的・試行的取組や自殺多発

地域における取組に対する支援 

国及び地域における取組を推進するため、民間

団体の実施する先駆的・試行的な自殺対策や調査

等を支援する。【厚生労働省】 

また、民間団体が先駆的・試行的な自殺対策に

取り組みやすくなるよう、必要な情報提供等の支

援を行う。【厚生労働省】 

自殺多発地域における民間団体を支援する。

【厚生労働省】 

 

11.子ども・若者の自殺対策を更に推進する 

我が国の自殺者数は、近年、全体としては低下

傾向にあるものの、小中高生の自殺者数は増えて

おり、令和３年には小中高生の自殺者数が過去２

番目の水準となった。また、若年層の死因に占め

る自殺の割合は高く、若年層の自殺対策が課題と

なっている。さらに、基本法に学校におけるＳＯ

Ｓの出し方に関する教育の推進が盛り込まれて

いることなどから、特に若者の自殺対策を更に推

進する。 

支援を必要とする若者が漏れないよう、その範

囲を広くとることは重要であるが、ライフステー

ジ（学校の各段階）や立場（学校や社会とのつな
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がりの有無等）ごとに置かれている状況は異なっ

ており、自殺に追い込まれている事情も異なって

いることから、それぞれの集団の置かれている状

況に沿った施策を実施することが必要である。 

（１）いじめを苦にした子どもの自殺の予防 

いじめ防止対策推進法、「いじめの防止等に関

する基本的な方針」（平成25年10月11日文部科

学大臣決定）等に定める取組を推進するとともに、

いじめは決して許されないことであり、「どの子

どもにも、どの学校でも起こり得る」ものである

ことを周知徹底し、全ての教育関係者がいじめの

兆候をいち早く把握して、迅速に対応すること、

またその際、いじめの問題を隠さず、学校・教育

委員会と家庭・地域が連携して対処していくべき

ことを指導する。【文部科学省】 

子どもがいつでも不安や悩みを打ち明けられ

るような24時間の全国統一ダイヤル（24時間子

供ＳＯＳダイヤル）によるいじめなどの問題に関

する電話相談体制について地方公共団体を支援

するとともに、学校、地域、家庭が連携して、い

じめを早期に発見し、適切に対応できる地域ぐる

みの体制整備を促進する。また、地方公共団体に

よる取組を支援するなど、子どもに対するＳＮＳ

を活用した相談体制の実現を図る。【文部科学省】

【一部再掲】 

また、地域の人権擁護委員等が手紙のやりとり

を通じて子どもの悩みに寄り添う「子どもの人権

ＳＯＳミニレター」などの子どもの人権を守る取

組を引き続き実施する。【法務省】 

いじめが人に与える影響の大きさへの理解を

促すため、いじめを受けた経験のある人やいじめ

を苦に自殺で亡くなった子を持つ遺族等の体験

談等を、学校において、子どもや教育関係者が聴

く機会を設けるよう努める。【文部科学省】 

 

（２）学生・生徒等への支援の充実 

児童生徒の自殺は、長期休業明け前後に多い傾

向があることから、長期休業前から長期休業期間

中、長期休業明けの時期にかけて、児童生徒向け

の自殺予防の取組に関する周知徹底の強化を実

施したり、ＧＩＧＡスクール構想で配布されてい

るＰＣやタブレット端末の活用等による自殺リ

スクの把握やプッシュ型の支援情報の発信を推

進したりするなど、小学校、中学校、高等学校等

における早期発見・見守り等の取組を推進する。

【文部科学省】【再掲】 

保健室やカウンセリングルーム等をより開か

れた場として、養護教諭等の行う健康相談を推進

するとともに、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー等の配置及び常勤化に向け

た取組を進めるなど学校における相談体制の充

実を図る。また、相談の際にプライバシーが守ら

れる環境を整備するとともに、これらの教職員の

資質向上のための研修を行う。さらに、大学等に

おいては、学生の心の問題・成長支援に関する課

題やニーズへの理解を深め、心の悩みを抱える学

生を必要な支援につなぐための教職員向けの取

組の推進を図る。【文部科学省】【再掲】 

児童生徒の精神不調等の早期発見や、児童生徒

の自殺の実態解明について、Ｉ Ｔツールの活用

を通じた取組を検討する。【文部科学省】 

自殺リスクが高い子どもがいる場合、迅速かつ

適切に対応できるよう、子どもの自殺危機に対応

していくチームとして学校、教育委員会、地方公

共団体の自殺対策担当者、児童相談所、福祉施設、

医療機関、警察等の関係機関及び地域の支援者等

が連携して子どもの自殺対策にあたることがで

きる仕組みの設置や運営に関する支援を行うと

ともに、自殺リスクが高い子どもへの緊急対応に

ついて教職員等が専門家や関係機関へ迅速な相

談を行えるような体制を構築する。【厚生労働省、

文部科学省】 

いじめ防止対策推進法、「いじめの防止等に関

する基本的な方針」等に定める取組を推進すると

ともに、いじめは決して許されないことであり、

「どの子どもにも、どの学校でも起こり得る」も

のであることを周知徹底し、全ての教育関係者が

いじめの兆候をいち早く把握して、迅速に対応す

ること、またその際、いじめの問題を隠さず、学

校・教育委員会と家庭・地域が連携して対処して

いくべきことを指導する。【文部科学省】【再掲】 

子どもがいつでも不安や悩みを打ち明けられ

るような24時間の全国統一ダイヤル（24時間子

供ＳＯＳダイヤル）によるいじめなどの問題に関
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する電話相談体制について地方公共団体を支援

するとともに、学校、地域、家庭が連携して、い

じめを早期に発見し、適切に対応できる地域ぐる

みの体制整備を促進する。また、地方公共団体に

よる取組を支援するなど、子どもに対するＳＮＳ

を活用した相談体制の実現を図る。【文部科学省】

【再掲】 

また、地域の人権擁護委員等が手紙のやりとり

を通じて子どもの悩みに寄り添う「子どもの人権

ＳＯＳミニレター」などの子どもの人権を守る取

組を引き続き実施する。【法務省】【再掲】 

不登校の子どもへの支援について、学校内外に

おける居場所の確保を含めた早期からの支援に

つながる効果的な取組等を、民間団体を含めた関

係機関等と連携しながら推進するとともに、学校

内外における相談体制の充実を図る。【文部科学

省】 

高校中途退学者及び進路未決定卒業者につい

て、中途退学、卒業後の状況等に関する実態の把

握及び共有に努め、ハローワーク、地域若者サポ

ートステーション、学校等の関係機関が連携協力

し、効果的な支援を行う。【文部科学省、厚生労

働省】 

 

（３）ＳＯＳの出し方に関する教育等の推進 

学校において、体験活動、地域の高齢者等との

世代間交流及び心理・福祉の専門家や自殺対策に

資する取組を行う関係団体との連携などを通し

た児童生徒が命の大切さ・尊さを実感できる教育

や、ＳＯＳの出し方に関する定期的な教育を含め

た社会において直面する可能性のある様々な困

難・ストレスへの対処方法を身に付けるための教

育、精神疾患への正しい理解や適切な対応を含め

た心の健康の保持に係る教育を更に推進すると

ともに、自尊感情や自己有用感が得られ、児童生

徒の生きることの促進要因を増やすことを通じ

て自殺対策に資する教育の実施に向けた環境づ

くりを進める。【文部科学省】【再掲】 

児童生徒と日々接している学級担任、養護教諭

等の教職員や、学生相談に関わる大学等の教職員

に対し、ＳＯＳの出し方を教えるだけではなく、

子どもがＳＯＳを出しやすい環境を整えること

の重要性を伝え、また、大人が子どものＳＯＳを

察知し、それをどのように受け止めて適切な支援

につなげるかなどについて普及啓発を実施する

ため、研修に資する教材の作成・配布等により取

組の支援を行う。遺児等に対するケアも含め教育

相談を担当する教職員の資質向上のための研修

等を実施する。また、自殺念慮の割合等が高いこ

とが指摘されている性的マイノリティについて、

無理解や偏見等がその背景にある社会的要因の

一つであると捉えて、教職員の理解を促進する。

【文部科学省】【再掲】 

 

（４）子どもへの支援の充実 

貧困の状況にある子どもが抱える様々な問題

が自殺のリスク要因となりかねないため、子ども

の貧困対策の推進に関する法律に基づき実施さ

れる施策と自殺対策との連携を深める。【内閣府、

厚生労働省】 

生活困窮者自立支援法に基づく、生活困窮世帯

の子どもを対象に、学習支援や居場所づくりに加

え、生活習慣・育成環境の改善に関する助言等を

行う学習・生活支援事業を実施するとともに、親

との離別・死別等により精神面や経済面で不安定

な状況に置かれるひとり親家庭の子どもを対象

に、悩み相談を行いつつ、基本的な生活習慣の習

得や学習支援等を行う居場所づくりを推進する。

【厚生労働省】 

児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成

に重大な影響を与える。児童虐待の発生予防から

虐待を受けた子どもの自立支援まで一連の対策

の更なる強化を図るため、市町村及び児童相談所

の相談支援体制を強化するとともに、社会的養護

の充実を図る。【厚生労働省】【再掲】 

また、社会的養護の下で育った子どもは、施設

などを退所し自立するに当たって、保護者などか

ら支援を受けられない場合が多く、その結果、

様々な困難を抱えることが多い。そのため、子ど

もの自立支援を効果的に進めるために、例えば進

学や就職などのタイミングで支援が途切れるこ

とのないよう、退所した後も引き続き子どもを受

け止め、支えとなるような支援の充実を図る。【厚

生労働省】【再掲】 
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（５）若者への支援の充実 

「地域若者サポートステーション」において、

地域の関係機関とも連携し、若年無業者等の職業

的自立を個別的・継続的・包括的に支援する。【厚

生労働省】【再掲】 

保健、医療、福祉、教育、労働等の分野の関係

機関と連携の下でひきこもりに特化した第一次

相談窓口としての機能を有する「ひきこもり地域

支援センター」において、本人・家族に対する早

期からの相談・支援等を行い、ひきこもり支援を

推進する。このほか、精神保健福祉センターや保

健所、児童相談所において、医師や保健師、精神

保健福祉士、社会福祉士等による相談・支援を、

本人や家族に対して行う。【厚生労働省】【再掲】 

性犯罪・性暴力の被害者の精神的負担軽減のた

め、被害者が必要とする情報の集約や関係機関に

よる支援の連携を強めるとともに、カウンセリン

グ体制の充実や被害者の心情に配慮した事情聴

取等を推進する。【内閣府、警察庁、厚生労働省】

【再掲】 

また、自殺対策との連携を強化するため、自殺

対策に係る電話相談事業及びＳＮＳ相談事業を

行う民間支援団体による支援の連携を強めると

ともに、オンラインでの取組も含めた居場所づく

りの充実を推進する。【厚生労働省】【再掲】 

さらに、性犯罪・性暴力被害者等、困難な問題

を抱える女性への支援を推進するため、婦人相談

所等の関係機関と民間支援団体が連携したアウ

トリーチや居場所づくりなどの支援の取組を進

める。【厚生労働省】【再掲】 

思春期・青年期において精神的問題を抱える者、

自傷行為を繰り返す者や被虐待経験などにより

深刻な生きづらさを抱える者について、地域の救

急医療機関、精神保健福祉センター、保健所、教

育機関等を含めた保健、医療、福祉、教育、労働

等の関係機関・関係団体のネットワークの構築に

より適切な医療機関や相談機関を利用できるよ

う支援するなど、精神疾患の早期発見、早期介入

のための取組を推進する。【厚生労働省】【一部再

掲】 

 

（６）若者の特性に応じた支援の充実 

若者は、自発的には相談や支援につながりにく

い傾向がある一方で、インターネットやＳＮＳ上

で自殺をほのめかしたり、自殺の手段等を検索し

たりする傾向もあると言われている。そのため、

自宅への訪問や街頭での声掛け活動だけではな

く、ＩＣＴ（情報通信技術）も活用した若者への

アウトリーチ策を強化する。【厚生労働省】【再掲】 

支援を必要としている人が簡単に適切な支援

策に係る情報を得ることができるようにするた

め、インターネット（スマートフォン、携帯電話

等を含む。）を活用した検索等の仕組みや検索連

動広告及びプッシュ型の情報発信など、支援策情

報の集約、提供を強化する。【厚生労働省】【再掲】 

若年層の自殺対策が課題となっていることを

踏まえ、若者の自殺や生きづらさに関する支援一

体型の調査を支援する。【厚生労働省】【再掲】 

 

（７）知人等への支援 

若者は、支援機関の相談窓口ではなく、個人的

なつながりで、友人等の身近な者に相談する傾向

があると言われている。また、悩みを打ち明けら

れ、相談を受けた身近な者が、対応に苦慮して自

らも追い詰められていたり、希死念慮を抱えてい

たりする可能性がある。そのため、民間団体の活

動に従事する人や、悩みを抱える者を支援する家

族や知人、ゲートキーパー等を含めた支援者も含

む自殺対策従事者について、相談者が自殺既遂に

至った場合も含めて心の健康を維持するための

仕組みづくりを推進するとともに、心の健康に関

する知見を生かした支援方法の普及を図る。【厚

生労働省】【一部再掲】 

 

（８）子ども・若者の自殺対策を推進するための

体制整備 

令和５年４月１日に設立が予定されているこ

ども家庭庁と連携し、喫緊の課題として子ども・

若者の自殺対策を更に強化するため、子ども・若

者の自殺対策を推進するための体制整備を検討

する。【厚生労働省、文部科学省】 

 

12.勤務問題による自殺対策を更に推進する 

（１）長時間労働の是正 
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長時間労働の是正については、「働き方改革を

推進するための関係法律の整備に関する法律」

（平成30年法律第71号）による改正後の労働基

準法において、事業場で使用者と過半数労働組合

等が労働基準法第36条第１項に基づく労使協定

を結ぶ場合に、法定労働時間を超えて労働者に行

わせることが可能な時間外労働の限度を、原則と

して月45時間かつ年360時間とし、臨時的な特

別の事情がなければこれを超えることはできな

いこととすること等を内容とする罰則付きの時

間外労働の上限規制等を導入した。【厚生労働省】 

また、労働時間の延長及び休日の労働を適正な

ものとするため、労働基準法に根拠規定を設け、

新たに、「労働基準法第36条第１項の協定で定め

る労働時間の延長及び休日の労働について留意

すべき事項等に関する指針」（平成30年厚生労働

省告示第323号）を定めた。【厚生労働省】 

これらを踏まえ、いわゆる過労死・過労自殺を

防止するため、過重労働による健康障害の防止に

向け、長時間労働が行われている事業場に対する

監督指導の徹底など労働基準監督署による監督

指導を引き続き徹底していくとともに、これらの

制度が円滑に施行されるよう、働き方改革推進支

援センターや都道府県労働局等において、相談・

支援を行う。【厚生労働省】 

また、働く者が生活時間や睡眠時間を確保し、

健康な生活を送るため、勤務間インターバル制度

の導入促進を図る。【厚生労働省】 

加えて、労働時間の適正な把握を徹底するため、

「労働時間の適正な把握のた めに使用者が講ず

べき措置に関するガイドライン」の周知を行う。

【厚生労働省】コロナ禍で進んだテレワークの適

切な運用を含め、職場のメンタルヘルス対策を更

に推進する。【厚生労働省】 

さらに、過労死等がなく、仕事と生活を調和さ

せ、健康で充実して働き続けることのできる社会

の実現のため、「過労死等の防止のための対策に

関する大綱」に基づき、調査研究等、啓発、相談

体制の整備等、民間団体の活動に対する支援等の

過労死等の防止のための対策を推進する。【厚生

労働省】【再掲】 

昨今増加している副業・兼業を行う方について

は、「副業・兼業の促進に関するガイドライン」

の周知を行う。【厚生労働省】 

 

（２）職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康

で充実して働き続けることのできる社会の実現

のため、「過労死等の防止のための対策に関する

大綱」に基づき、調査研究等、啓発、相談体制の

整備等、民間団体の活動に対する支援等の過労死

等の防止のための対策を推進する。【厚生労働省】

【再掲】 

また、職場におけるメンタルヘルス対策の充実

を推進するため、引き続き、「労働者の心の健康

の保持増進のための指針」の普及啓発を図るとと

もに、労働安全衛生法の改正により平成27年12

月に創設されたストレスチェック制度の実施の

徹底を通じて、事業場におけるメンタルヘルス対

策の更なる普及を図る。あわせて、ストレスチェ

ック制度の趣旨を踏まえ、長時間労働などの量的

負荷のチェックの視点だけではなく、職場の人間

関係や支援関係といった質的負荷のチェックの

視点も踏まえて、職場環境の改善を図っていくべ

きであり、ストレスチェック結果を活用した集団

分析を踏まえた職場環境改善に係る取組の優良

事例の収集・共有、職場環境改善の実施等に対す

る助成措置等の支援を通じて、事業場におけるメ

ンタルヘルス対策を推進する。【厚生労働省】【再

掲】 

加えて、働く人のメンタルヘルス・ポータルサ

イトにおいて、総合的な情報提供や電話・メー

ル・ＳＮＳ相談を実施するとともに、各都道府県

にある産業保健総合支援センターにおいて、事業

者への啓発セミナー、事業場の人事労務担当者・

産業保健スタッフへの研修、事業場への個別訪問

による若年労働者や管理監督者に対するメンタ

ルヘルス不調の予防に関する研修等を実施する。

【厚生労働省】【再掲】 

小規模事業場に対しては、安全衛生管理体制が

必ずしも十分でないことから、産業保健総合支援

センターの地域窓口において、個別訪問等により

メンタルヘルス不調を感じている労働者に対す

る相談対応等を実施するとともに、メンタルヘル
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ス対策等の取組に対する助成措置等を通じて、小

規模事業場におけるメンタルヘルス対策を強化

する。【厚生労働省】【再掲】 

また、「働き方改革実行計画」や「健康・医療

戦略」に基づき、産業医・産業保健機能の強化、

長時間労働の是正、法規制の執行の強化、健康経

営の普及促進等をそれぞれ実施するとともに、そ

れらを連動させて一体的に推進する。【経済産業

省、厚生労働省】【再掲】 

 

（３）ハラスメント防止対策 

パワーハラスメント対策については、引き続き、

ポータルサイトや企業向けセミナー等を通じて、

広く国民及び労使に向けた周知・広報を行うとと

もに、労使の具体的な取組の促進を図る。【厚生

労働省】【再掲】 

さらに、全ての事業所においてパワーハラスメ

ント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産

等に関するハラスメントがあってはならないと

いう方針の明確化や、その周知・啓発、相談窓口

の設置等の措置が講じられるよう、また、これら

のハラスメント事案が生じた事業所に対しては、

適切な事後の対応及び再発防止のための取組が

行われるよう都道府県労働局雇用環境・均等部

（室）による指導の徹底を図る。【厚生労働省】

【再掲】 

 

13.女性の自殺対策を更に推進する 

我が国の自殺死亡率は、近年、全体としては低

下傾向にあるものの、女性の自殺者数は令和２年

に２年ぶりに増加し、令和３年も更に前年を上回

った。女性の自殺対策は、妊産婦への支援を始め、

女性特有の視点も踏まえ、講じていく必要がある。 

 

（１）妊産婦への支援の充実 

予期せぬ妊娠などにより身体的・精神的な悩み

や不安を抱えた若年妊婦等が、相談支援等を受け

られるようにする支援等を含め、性と健康の相談

センター事業等により、妊娠初期の方や予期せぬ

妊娠をした方等の支援を推進する。【厚生労働省】 

妊娠期から出産後の養育に支援が必要な妊婦、

妊婦健診を受けずに出産に至った産婦といった

特定妊婦等への支援の強化を図るため、関係機関

の連携を促進し、特定妊婦や飛び込み出産に対す

る支援を進める。【厚生労働省】 

また、出産後間もない時期の産婦については、

産後うつの予防等を図る観点から、産婦健康診査

で心身の健康状態や生活環境等の把握を行い、産

後の初期段階における支援を強化する。【厚生労

働省】【再掲】 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪

問する、「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤

ちゃん事業）」において、子育て支援に関する必

要な情報提供等を行うとともに、産後うつの予防

等も含めた支援が必要な家庭を把握した場合に

は、適切な支援に結びつける。【厚生労働省】【再

掲】 

産後に心身の不調又は育児不安等を抱える者

等に対しては、退院直後の母親等に対して心身の

ケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して

子育てができる支援体制を確保する。【厚生労働

省】 

 

（２）コロナ禍で顕在化した課題を踏まえた女性

支援 

やむを得ず職を失った方への支援として、ハロ

ーワークにおける非正規雇用労働者等に対する

相談支援や、マザーズハローワーク事業として、

子育て中の女性等を対象にきめ細かな就職支援

を実施する。【厚生労働省】 

コロナ禍において女性の雇用問題が深刻化し、

各種支援策が十分に届いていない状況があると

の指摘を踏まえ、コロナ禍に限らず日頃から、政

府が実施している雇用に関する支援策の効果的

なＰＲ方法等も含めて、困難な問題を抱える方々

に必要な支援が十分に行き渡るように取組を推

進する。【厚生労働省】 

配偶者等からの暴力の相談件数が高水準で推

移していることも踏まえ、多様なニーズに対応で

きる相談体制の整備を進めるなど、被害者支援の

更なる充実を図る。【内閣府】 

また、新型コロナウイルスの感染拡大による望

まない孤独・孤立で不安を抱える女性や解雇等に

直面する女性を始め様々な困難・課題を抱える女
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性に寄り添ったきめ細かい相談支援等の地方公

共団体による取組を支援する。【内閣府】 

 

（３）困難な問題を抱える女性への支援 

性犯罪・性暴力被害者等、困難な問題を抱える

女性への支援を推進するため、婦人相談所等の関

係機関と民間支援団体が連携したアウトリーチ

や居場所づくりなどの支援の取組を進める。【厚

生労働省】【再掲】 

なお、令和６年４月から「困難な問題を抱える

女性への支援に関する法律」が施行されることも

踏まえ、今後策定する「困難な問題を抱える女性

への支援のための施策に関する基本的な方針」に

基づき、必要な取組を推進する。【厚生労働省】 

 

第５ 自殺対策の数値目標 

平成28年４月、基本法の改正により、誰も自

殺に追い込まれることのない社会の実現を目指

して対処していくことが重要な課題であるとさ

れた。したがって、最終的に目指すべきはそうし

た社会の実現であるが、前大綱において、当面の

目標として、先進諸国の現在の水準まで減少させ

ることを目指し、令和８年までに、自殺死亡率を

平成27年と比べて30％以上減少させることと

された。本大綱においても、引き続き、同様の数

値目標を設定することとする。 

なお、できるだけ早期に目標を達成できるよう

努めるものとし、目標が達成された場合は、大綱

の見直し期間にかかわらず、そのあり方も含めて

数値目標を見直すものとする。 

注）先進諸国の自殺死亡率は、ＷＨＯ

Mortality Database および各国の国勢調査に

よると、米国14.9（2019）、フランス13.1（2016）、

カナダ11.3（2016）、ドイツ11.1（2020）、英

国8.4（2019）、イタリア6.5（2017）となって

おり、日本においては16.4（2020）である。 

平成27年の自殺死亡率は18.5であり、それを

30％以上減少させると13.0以下となる。我が国

の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所の中

位推計（平成29年推計）によると、令和７年に

は約１億2300万人になると見込まれており、 

目標を達成するためには自殺者数は約１万

6000人以下となる必要がある。 

 

第６ 推進体制等 

１．国における推進体制 

大綱に基づく施策を総合的かつ効果的に推進

するため、自殺総合対策会議を中心に、必要に応

じて一部の構成員による会合を機動的に開催す

るなどして、厚生労働大臣のリーダーシップの下

に関係行政機関相互の緊密な連携・協力を図ると

ともに、施策相互間の十分な調整を図る。 

さらに、同会議の事務局が置かれている厚生労

働省において、関係府省が行う対策を支援、促進

するとともに、地域自殺対策計画策定ガイドライ

ンの改訂版を作成し、地方公共団体の地域自殺対

策計画の策定及び見直しを支援し、国を挙げて総

合的な自殺対策を実施していく。特異事案の発生

時等の通報体制を整備するとともに、関係府省緊

急連絡会議を機動的に開催し、適切に対応する。 

また、国を挙げて自殺対策が推進されるよう、

国、地方公共団体、関係団体、民間団体等が連携・

協働するための仕組みを設ける。 

さらに、保健、医療、福祉、教育、労働、男女

共同参画、高齢社会、少子化社会、青少年育成、

障害者、犯罪被害者等支援、地域共生社会、生活

困窮者支援その他の関連施策など関連する分野

とも緊密に連携しつつ、施策を推進する。 

また、指定調査研究等法人は、関係者が連携し

て自殺対策のＰＤＣＡサイクルに取り組むため

の拠点として、精神保健的な視点に加え、社会学、

経済学、応用統計学等の学際的な視点から、国が

ＰＤＣＡサイクルを回すためのエビデンスに基

づく政策支援を行い、併せて地域レベルの取組を

支援する視点から、民間団体を含む基礎自治体レ

ベルの取組の実務的・実践的支援の強化及び地域

が実情に応じて取り組むための情報提供や仕組

みづくり（人材育成等）を行う。 

 

２．地域における計画的な自殺対策の推進 

自殺対策は、家庭や学校、職場、地域など社会

全般に深く関係しており、総合的な自殺対策を推

進するためには、地域の多様な関係者の連携・協

力を確保しつつ、地域の特性に応じた実効性の高
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い施策を推進していくことが重要である。このた

め、国は地域自殺対策計画策定ガイドライン、自

殺実態プロファイルや政策パッケージを作成・提

供するとともに、都道府県や政令指定都市におい

て、地域自殺対策推進センターにより管内の市町

村の地域自殺対策計画の策定・進捗管理・検証等

が行われるよう支援する。また、都道府県及び政

令指定市において、様々な分野の関係機関・団体

によって構成される自殺対策連絡協議会等の自

殺対策の検討の場の設置と同協議会等による地

域自殺対策計画の策定・見直し等が推進されるよ

う、積極的に働きかけるとともに、情報の提供等

適切な支援を行うこととする。また、市町村にお

いても自殺対策の専任部署の設置や、自殺対策と

他の施策等とのコーディネート役を担う自殺対

策の専任職員の配置がなされるよう、積極的に働

きかける。さらに、複数の地方公共団体による連

携の取組についても、情報の提供等適切な支援を

行うこととする。また、これらの地域における取

組への民間団体等の参画が一層進むよう、地方公

共団体に働きかける。 

 

３．施策の評価及び管理 

自殺総合対策会議により、本大綱に基づく施策

の実施状況、目標の達成状況等を把握し、その効

果等を評価するとともに、これを踏まえた施策の

見直しと改善に努める。 

このため、厚生労働大臣の下に、中立・公正の

立場から本大綱に基づく施策の実施状況、目標の

達成状況等を検証し、施策の効果等を評価するた

めの仕組みを設けるとともに、ＩＣＴの活用によ

り効果的に自殺対策を推進する。 

 

４．大綱の見直し 

本大綱については、政府が推進すべき自殺対策

の指針としての性格に鑑み、社会経済情勢の変化、

自殺をめぐる諸情勢の変化、本大綱に基づく施策

の推進状況や目標達成状況等を踏まえ、おおむね

５年を目途に見直しを行う。 
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